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第１章 計画策定にあたって 
 

１ 計画策定の背景と趣旨 

国において少子化は深刻な状況となっており、合計特殊出生率は令和５年に 1.20 と記録的

な低水準に達しました。これは、過去最低の水準となっています。出生数も減少の一途を辿

り、令和５年には 80 万人を大きく下回る 72 万 7,277 人となりました。このような状況の下、

女性の社会進出に伴う低年齢児の保育ニーズの増加や、核家族化による育児負担の増大、地

域のつながりの希薄化、子育てに関する経済的負担の増加等により子育て不安を抱える保護

者が増加しています。また、経済的不安定さから結婚や出産を躊躇する若者も多く、少子化・

人口減少に歯止めをかけるためにも社会全体での対応が求められています。 

このような中、国においては「子ども・子育て支援法」や「子どもの貧困対策の推進に関す

る法律」などを通じて、幼児期の教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における

養育支援など、子供の最善の利益を実現するための基盤を築いてきました。 

令和５年４月に「こども基本法」が施行され、「こどもまんなか社会」を目指すため、令和

５年 12 月には子供の貧困対策に関する大綱、子供・若者育成支援推進大綱、少子化社会対策

大綱の３つの大きな柱が集約された「こども大綱」が策定されました。これにより、子供の

貧困対策が強化され、家庭の経済状況が子供の心身の健康だけでなく、学力や進学に影響し

ないよう、包括的な支援が行われています。経済的に困難な状況にある家庭への支援を中心

に据え、子供たちが健やかに成長し、将来の可能性を最大限に引き出すための施策が盛り込

まれています。 

和歌山市（以下「本市」という。）においては、「第２期和歌山市子ども・子育て支援事業計

画」（以降、「前回計画」という。）に基づき、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援

体制の構築や経済的支援の充実、保育環境の整備などを推進してきました。また、支援を必

要とする子供たちへの包括的な支援体制を構築し、虐待防止やひきこもり支援など、様々な

課題に対応する施策を展開し、子供たちが健やかに成長できる環境づくりに努めてきました。

しかしながら、共働き世帯の増加や多様な働き方が進む中、社会の要請に対応した保育の質

と量の拡充、家庭支援の充実、地域連携の促進など、新たな課題が顕在化しています。 

和歌山市こども計画（以降、「本計画」という。）は、近年の社会潮流や本市の子供を取り巻

く現状、また、前回計画の成果と課題を踏まえ、さらに効果的な子育て支援策を推進し、安

心して子供を生み育てることのできる環境を目指します。 
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和歌山市こども・子育て支援事業計画 

 
 

 

 
●和歌山市教育振興基本計画 

●チャレンジ健康わかやま 21 

●和歌山市地域保健医療計画 

●和歌山市男女共同参画推進行動計画 等 

２ 計画の法的根拠 

本計画は、令和５年４月に施行されたこども基本法第 10 条第２項で、こども大綱（都道府

県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道府県こども計画）を勘案して、

策定するよう努力義務が課されている、子供施策に関する計画です。 

子ども・子育て支援法第 61 条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画、次世代育成支

援対策推進法に基づく「和歌山市次世代育成支援行動計画」をはじめ、子ども・若者育成支

援推進法に基づく「和歌山市子ども・若者育成支援計画」、次世代育成支援対策推進法に基づ

く「市町村行動計画」等を包含し、一体的に策定するものとします。 

なお、関連計画においては、和歌山市教育振興基本計画、健康わかやま 21（第３次）等が

ありますが、計画間の役割分担を明確化し、本計画が特に注力すべき内容を整理することで、

進捗管理における事務量の増大の防止や、責任体制の明確化を図るものとします。 

また、本計画は様々な分野の取組を総合的・一体的に進めるため、最上位計画である「第

５次和歌山市長期総合計画（平成 29 年度～令和８年度）」をはじめ、上位計画である「和歌

山市デジタル田園都市構想総合戦略（令和６年度～９年度）」、「和歌山市地域福祉計画（令和

７年度～11 年度）」、現行計画の策定以降に策定・改定された関連計画との整合を図ります。 

 

和歌山市こども計画と関連計画・関連法 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 

・子ども・子育て支援事業計画 

・子ども・若者育成支援計画 

・次世代育成支援行動計画 

・ひとり親家庭自立促進計画 

・子どもの貧困対策計画 

・放課後児童対策 

・少子化対策 

和歌山市長期総合計画 

和歌山市こども計画 
関連計画 

和歌山市地域福祉計画 

和歌山市デジタル田園都市構想総合戦略 

こども大綱 
次世代育成支援 

対策推進法 

子ども・若者 

育成支援推進法 

子ども・子育て 

支援法 

母子及び父子並

びに寡婦福祉法 

放課後児童対策

パッケージ 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11年度までの５年間とします。また、計画期間内で

あっても、必要に応じて適宜、計画の見直しを行います。 

 

令和 

２年度 
・・・ 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

令和 

12 年度 

令和 

13 年度 

          

 

 

和歌山市こども計画 
（本計画） 

第二期和歌山市子ども・子育て 

支援事業計画 
次期計画 
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第２章 和歌山市を取り巻く状況 

１ 人口の動向 

（１）総人口の推移 

総人口は平成 31 年の 367,795 人から令和６年には 354,833 人と、５年間で 12,962 人減

少しています。年齢区分別にみると０～14歳の年少人口は、平成 31年の 44,092 人から令

和６年には 40,638 人と、3,454 人減少しています。 

年齢５区分別人口構成比の推移をみると、０～14 歳では、平成 31 年の 12.0％から令和

６年の 11.5％まで緩やかに減少しています。 

 

総人口の推移 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

年齢５区分別人口構成比の推移 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

44,092 43,513 43,158 42,462 41,643 40,638 

91,528 90,072 88,836 87,196 85,787 84,467 

121,453 121,098 120,581 120,226 120,003 119,166 

52,847 52,006 52,593 51,210 48,148 45,879 

57,875 59,114 59,036 60,239 62,618 64,683 

367,795 365,803 364,204 361,333 358,199 354,833 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

０～14歳 15～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上

（人）

12.0 11.9 11.8 11.8 11.6 11.5

24.9 24.6 24.4 24.1 23.9 23.8

33.0 33.1 33.1 33.3 33.5 33.6

14.4 14.2 14.4 14.2 13.4 12.9

15.7 16.2 16.2 16.7 17.5 18.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

０～14歳 15～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上

（％）
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（２）年齢別有配偶率の推移 

本市の年齢別有配偶率をみると、性別問わず全年齢層で有配偶率が低下傾向となってい

ます。特に男性では 30～44 歳、女性では 25～34 歳の年齢層で顕著な低下が見られます。 

国や県と比較すると、男性ではほとんどの年齢層で国や県よりも高く、特に 25～39 歳の

年齢層で、和歌山市の有配偶率が国や県を上回っています。 

女性では、25～34 歳の年齢層で国や県よりも高い有配偶率となっていますが、35歳以上

の年齢層では国をやや下回っています。 

 

男女別の年齢別有配偶率の推移 

 

 
資料：国勢調査 

男女別の年齢別有配偶率の国・県比較 

 

資料：国勢調査 

 

 

  

男性 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成12年 0.5 8.7 33.8 59.3 74.1 80.2 82.0

平成17年 0.3 6.7 30.4 53.9 66.6 75.0 79.1

平成22年 0.4 6.6 28.5 51.9 61.6 67.7 73.1

平成27年 0.4 5.7 29.4 52.0 62.1 65.1 67.5

令和２年 0.4 5.4 27.3 51.5 61.2 64.8 64.8

女性 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成12年 1.1 12.7 43.8 68.0 77.7 82.0 82.2

平成17年 0.6 10.0 38.1 61.7 70.4 75.0 78.7

平成22年 0.8 10.4 35.8 58.6 66.7 68.9 72.2

平成27年 0.8 9.2 37.4 59.5 67.1 67.6 68.0

令和２年 0.5 8.5 37.1 59.0 67.0 68.1 66.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

和歌山市 0.4 5.4 27.3 51.5 61.2 64.8 64.8

和歌山県 0.3 5.9 26.8 48.6 59.2 64.0 65.2

全国 0.2 4.2 23.5 46.8 58.6 63.4 64.0

0.0％
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50.0％

60.0％

70.0％

80.0％

男
性
の
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配
偶
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15～
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20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

和歌山市 0.5 8.5 37.1 59.0 67.0 68.1 66.0

和歌山県 0.5 9.0 36.5 56.9 66.1 68.0 67.4

全国 0.3 6.7 33.1 57.8 67.7 70.2 69.6

0.0％

10.0％

20.0％

30.0％

40.0％

50.0％

60.0％

70.0％
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（３）未婚率の推移 

本市の未婚率をみると、男性の方が女性より未婚率が高い傾向にあり、特に 30 代以降で

差が大きくなっています。 

経年比較でみると、平成 12 年から令和２年にかけて、全体的に未婚率は増加傾向となっ

ており、特に 30代後半から 40 代で大きく増加しています。 

また、国や県と比較すると、性別問わず 30代以下において国や県よりも低い傾向がみら

れます。 

 

男女別の年齢別未婚率の推移 

 

 
資料：国勢調査 

男女別の年齢別未婚率の国・県比較 

 

資料：国勢調査 

 

 

男性 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成12年 99.5 90.8 65.1 38.2 20.6 13.9 11.0

平成17年 99.7 93.0 68.3 43.3 26.4 17.9 12.5

平成22年 99.4 91.9 68.9 44.3 32.8 24.9 18.5

平成27年 99.3 92.0 67.3 44.0 32.7 27.6 22.9

令和２年 98.8 87.8 63.7 40.3 30.2 26.1 23.9

女性 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成12年 98.9 86.3 52.7 25.3 12.8 7.9 5.7

平成17年 99.3 88.5 58.0 31.1 18.2 11.5 7.9

平成22年 98.9 87.6 59.8 34.4 22.8 17.2 11.9

平成27年 98.5 88.2 58.0 34.3 24.0 19.6 16.2

令和２年 99.0 87.0 55.8 32.4 22.8 19.1 17.5

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

和歌山市 98.8 87.8 63.7 40.3 30.2 26.1 23.9

和歌山県 99.3 90.3 67.7 45.4 34.0 28.2 25.1

全国 99.1 88.5 65.4 43.7 32.4 27.6 25.8

0.0％

20.0％

40.0％

60.0％

80.0％

100.0％

男
性
の
未
婚
率

15～
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24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳
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49歳

和歌山市 99.0 87.0 55.8 32.4 22.8 19.1 17.5

和歌山県 99.2 87.9 57.5 34.7 23.6 19.0 16.5

全国 99.1 87.1 58.2 33.6 22.8 18.8 17.0

0.0％

20.0％

40.0％

60.0％

80.0％

100.0％

女
性
の
未
婚
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（４）18 歳未満人口の推移 

本市の 18 歳以下人口は、平成 31 年の 54,268 人から令和 6 年の 49,690 人まで、一貫し

て減少しています。 

年齢層別にみると、０～２歳で平成 31 年の 8,029 人から令和 6年の 6,830 人と 1,199 人

減少（14.9％減少）しており、他の年齢層よりも最も急激な減少となっています。また、３

～５歳では平成 31 年の 8,789 人から令和 6年の 7,599 人と 1,190 人減少（13.5％減少）し

ており、０～２歳に次いで大きな減少率となっています。他方、12～14 歳においては令和

３年まで増加し、その後減少に転じましたが、平成 31 年の 9,044 人から令和６年の 8,987

人と、57人の減少（0.6％減少）となっています。 

 

18 歳以下の人口推移 

 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

  

8,029 7,816 7,569 7,308 7,100 6,830

8,789 8,573 8,447 8,094 7,875 7,599

8,996 8,955 8,823 8,754 8,570 8,418

9,234 9,098 8,988 9,012 8,970 8,804

9,044 9,071 9,331 9,294 9,128 8,987

10,176 9,964 9,555 9,212 9,022 9,052

54,268 53,477 52,713 51,674 50,665 49,690 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

０～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳

12～14歳 15～18歳

（人）
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（５）人口移動 

令和５年の人口移動を年齢層別にみると、０～19 歳の若年層では全体的にはほぼ均衡し

ていますが、０～４歳で 13 人の転出超過が見られ、５～14 歳ではわずかな転入超過がみら

れます。また、20～34 歳の若年成人層では最も顕著な転出超過がみられており、20～24 歳

で 321 人、25～29 歳で 185 人、30～34 歳で 49 人の転出超過がみられます。 

経年比較についてみると、５年間を通じて一貫して転出超過が続いており、令和２年〜

３年は新型コロナウイルス感染症の影響もあり人口移動が抑制されましたが、その後の令

和４年～令和５年には移動が活発化し、特に転出が増加しています。 

 

年齢階層別人口移動 

 
資料：住民基本台帳人口移動報告（令和５年） 

人口移動の推移 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

  

０～

４歳

５～

９歳

10～

14歳
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60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85～

89歳

90歳

以上

男性 0 8 13 9 -122 -136 -44 -9 15 52 -9 -15 7 -1 22 12 -1 19 -8

女性 -13 -2 -8 -16 -199 -49 -5 -11 -33 -14 1 1 6 4 9 9 15 20 17
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（６）合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率の推移をみると、バブル経済期からバブル崩壊期にあたる昭和 58 年～平

成４年では全国的に合計特殊出生率は減少傾向となっており、本市では国や県よりも大き

な減少がみられていました。 

景気低迷期から就職氷河期にあたる平成 5年～14 年は、経済の長期低迷により、全国的

に出生率の低下が続きましたが、本市における合計特殊出生率の減少は国に比べて緩やか

になっています。 

平成 15 年～19年はＩＴバブルなどの景気回復期となりますが、晩婚化・晩産化の影響が

考えられ、緩やかではあるものの減少は続いています。 

平成 20 年～24年は、団塊ジュニア世代の出産期と重なり、全国的に出生率が上昇してお

り、本市においては国や県よりも高い水準となっています。 

平成 25 年～29 年はアベノミクスをはじめとする経済効果の影響を受け、全国的に緩や

かな上昇が続いています。本市においては高水準を維持し、国や県を上回る水準を保って

います。 

平成 30 年～令和４年は新型コロナウイルス感染症の影響により全国的に出生率が低下

していますが、本市においても減少がみられるものの、国や県よりも高い水準となってい

ます。 

 

合計特殊出生率の推移 

 
資料：人口動態統計 
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２ 世帯の動向 

（１）世帯の家族類型別の推移 

18 歳以下の子供のいる世帯を家族類型別にみると、平成 12 年から令和２年にかけて、18

歳以下の子供のいる世帯の総数は一貫して減少しており、平成 12 年の 40,056 世帯から令

和２年の 30,482 世帯と、9,574 世帯減少（約 24％減少）しました。 

夫婦と子供のみの世帯は、平成 12 年の 28,331 世帯から令和２年の 23,746 世帯と、4,585

世帯減少（約 16％減少）となっています。また、祖父母同居世帯は、平成 12 年の 6,237 世

帯から令和２年には 1,254 世帯と、4,983 世帯減少（約 80％減少）となっています。 

祖父母同居世帯が著しく減少したことにより、夫婦と子供のみの世帯数の占める割合は

相対的に拡大しており、核家族化が進んでいることがうかがえます。 

 

18 歳以下の子供のいる世帯の家族類型別推移 

 
資料：国勢調査 
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（２）ひとり親家庭数の推移 

和歌山市のひとり親世帯比率は、平成７年から平成 27 年まで一貫して上昇し、その後令

和２年に初めて減少に転じました。 

和歌山市のひとり親の割合は、国よりも高い水準で推移しており、平成 22 年までは県よ

りも高くなっていました。 

母子世帯は平成 17 年の 2,862 世帯と増加傾向で推移し、平成 22 年以降は緩やかに減少

しています。他方、父子世帯は平成７年から一貫して減少傾向となっています。 

 

ひとり親家庭数の推移 

 
資料：国勢調査 
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和歌山市母子世帯数 1,960 2,394 2,862 2,726 2,713 2,197

和歌山市ひとり親割合 5.09 6.62 8.44 8.80 9.02 7.77

和歌山県ひとり親割合 4.29 5.66 7.60 8.58 9.04 8.56

全国ひとり親割合 3.95 5.00 6.29 6.49 6.62 5.97
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３ 就業状況 

（１）共働き世帯の推移 

共働き世帯は平成 22 年まで減少傾向で推移していましたが、平成 27 年に増加に転じ、

令和２年では 35,364 世帯となっています。 

夫婦のいる世帯に対する共働き世帯の割合は平成 12 年の 36.7％から令和２年の 42.9％

と一貫して増加しています。 

共働き世帯のうち、18歳未満の子供がいる世帯は平成 17 年、平成 22 年は減少傾向でし

たが、平成 27 年以降は増加に転じ、令和２年で 14,829 世帯となっています。 

共働き世帯に対する 18 歳未満の子供がいる共働き世帯は概ね 40％台で横ばいで推移し

ています。 

 

共働き世帯の推移 

 
資料：国勢調査 
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（２）女性の就労状況 

 年齢別の女性の労働力率（就業・休業・求職中の割合）の推移をみると、平成 22 年か

ら令和２年にかけて、ほぼすべての年齢階級で労働力率が上昇しています。 

特に 25～29 歳の年齢層が最も高い労働力率を示しており、令和２年には 83.0％に達し

ています。30 代以降の労働力率も着実に上昇しており、女性の就業継続が進んでいること

が窺えます。 

また、有配偶女性の労働力率の推移をみると、すべての年齢階級で、平成 22 年から令和

２年にかけて大幅に上昇しており、共働き家庭の増加がうかがえます。特に 20～24 歳の上

昇が著しく、平成 22 年の 35.2％から令和２年には 62.1％へと約 27ポイント上昇していま

す。国や県と比較すると、20～24 歳を除いて県や全国よりもやや低い傾向にあります。 

 

女性の労働力率の推移 

 

 

有配偶女性の労働力率の推移 

 

資料：国勢調査 
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４ 将来人口推計 

（１）児童数の推計 

児童数の推計についてみると、０歳～18歳までの合計人数は、令和６年の 49,690 人から

令和 11 年の 45,582 人と、減少傾向で推移する見込みとなっています。 

年齢別に傾向をみると、０〜２歳では令和６年から令和 11年までに 454 人の減少、３〜

５歳では 953 人減少、６〜８歳では 1,299 人減少、９〜11歳では 945 人減少、12〜14 歳で

は 380 人減少、15〜18 歳では 77人減少する見込みとなっています。 

 

児童数の推移及び将来推計 

 

資料：住民基本台帳（平成 31 年～令和６年のデータを元にコーホート変化率法により推計） 
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５ 子供の状況と子育て支援策 

（１）就学前児童の状況 

①幼稚園の状況 

幼稚園の園児数は年々減少しており、令和２年から令和６年にかけて、合計園児数は 511

人から 327 人に減少しています。 

定員充足率は 37.9％から 26.6％となっています。 

 

公立幼稚園の状況 

 
資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 

 

私立幼稚園についても、公立幼稚園と同様に減少傾向となっています。 

令和２年から令和６年にかけて、合計園児数は2,021人から1,571人に減少しています。 

 

私立幼稚園の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 
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②認定こども園（１号認定児） 

１号認定の公立認定こども園の園児数は減少傾向となっており、令和２年から令和６年

にかけて、合計園児数は 50 人から 20人と 30 人減少しています。 

充足率は令和２年の 66.7％から令和６年の 30.3％まで減少しています。 

 

公立認定こども園（１号認定児）の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 

１号認定の私立認定こども園の園児数は、令和２年から令和６年にかけて、合計園児数

は 1,179 人から 1,004 人と 175 人減少しています。 

充足率は令和２年の 79.2％から令和６年の 72.9％と緩やかな減少傾向となっています。 

 

私立認定こども園（１号認定児）の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 
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③保育所・認定こども園（２・３号認定児） 

２・３号認定児の公立保育所・公立認定こども園の園児数は令和４年にかけて増加傾向

で推移しましたが、令和５年に減少に転じ、令和６年では 188 人となっています。 

 

保育所・公立認定こども園（２・３号認定児）の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 

 

２・３号認定児の私立保育所・認定こども園の園児数は令和５年にかけて増加傾向で推

移しましたが、令和６年に減少に転じ、3,658 人となっています。 

 

私立認定こども園（２・３号認定児）の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 
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④就学前教育・保育施設在籍者数 

就学前教育・保育施設に在籍している児童数は令和６年では、０歳児で 287 人（在籍率

13.2％）、１歳児で954人（41.4％）、２歳児で1,247人（52.8％）、３歳児で2,302人（93.2％）、

４歳児で 2,401 人（95.3％）、５歳児で 2,490 人（95.5％）となっています。 

 

就学前教育・保育施設在籍者数と在籍率 

 

  
公立 
保育所 

私立 
保育所 

公立 
認定こ
ども園 

私立 
認定こ
ども園 

市立 
幼稚園 

私立 
幼稚園 

公立 
認定こ
ども園
（１号） 

私立 
認定こ
ども園
（１号） 

合計 

０歳児 18  103  6  160  0 0  0  0  287  

１歳児 96  310  23  525  0 0  0  0  954  

２歳児 127  405  31  649  0 14  0  21  1,247  

３歳児 159  441  38  725  84 496  8  351  2,302  

４歳児 176  448  45  792  111 505  7  317  2,401  

５歳児 174  456  45  807  132 556  5  315  2,490  

合計 750  2,163  188  3,658  327  1,571  20  1,004  9,681  

資料：和歌山市（令和６年５月１日時点） 
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⑤地域子ども・子育て支援事業の状況 

  単位 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

時間外保育事業 人／年 2,743 2,284 2,242 2,109 

放課後児童 

健全育成事業 

低学年 人 2,717 3,047 3,056 3,043 

高学年 人 545 717 612 660 

合計 人 3,262 3,764 3,668  3,703 

子育て短期支援事業（ショートステ

イ・トワイライトステイ） 
人日 301 354 154 177 

地域子育て支援拠点事業 
人回／月 4,234 5,462 6,946 8,635 

か所 12 10 10 10 

幼稚園における一時預かり事業 

（３～５歳） 
人日 53,888 58,472 58,846 66,762 

幼稚園以外における

一時預かり事業 

保育所の 

一時預かり 
人日 35,249 36,541 36,591 40,650 

ファミサポ 

（就学前） 
人日 1,012 1,663 1,723 1,576 

合計 人日 36,261 38,204 38,314 42,226 

病児・病後児 

保育事業 

病児保育 人日 448 865 693 1,128 

病後児保育 人日 0 0 0 0 

ファミサポ 人日 7 11 34 34 

合計 人日 455 876 727 1,162 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

１～３年生 人日 530 740 685 341 

４～６年生 人日 410 334 319 467 

利用者支援事業 
基本型 か所 1 1 1 1 

母子保健型※ か所 4 4 4 4 

乳児家庭全戸訪問事業 人 2,273 2,229 2,157 1,952 

養育支援訪問事業 人 1,656 1,529 1,789 1,239 

妊婦健康診査事業 
人 2,456 2,305 2,337 2,120 

延べ回数 30,601 28,917 39,914 26,902 

資料：和歌山市 

※令和６年度より「こども家庭センター型」 
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（２）小学校児童の状況 

①小学校数及び児童数 

本市の小学校数は 52 校あり、クラス数は令和３年度以降緩やかに増加し、令和５年度で

760 クラスとなっています。 

児童数は減少傾向で推移しており、令和２年度の 17,036 人から令和５年度の 16,579 人

と 457 人減少しています。特別支援学級の児童数は令和２年度の 665 人から令和５年度の

879 人と 214 人増加しています。 

 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

学校数（校） 52 52 52 52 

学級数（クラス） 745 742 752 760 

児
童
数
（
人
） 

１年生 2,664 2,632 2,693 2,450 

２年生 2,745 2,643 2,594 2,662 

３年生 2,773 2,718 2,609 2,557 

４年生 2,655 2,764 2,696 2,581 

５年生 2,665 2,641 2,758 2,698 

６年生 2,869 2,661 2,624 2,752 

特別支援学級 665 747 809 879 

合 計 17,036 16,806 16,783 16,579 

資料：学校数・学級数は学校基本調査（各年度５月１日現在） 

※学校数（公立）は義務教育学校（前期）・分校を含む 
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②若竹学級（学童保育） 

若竹学級の在籍者数は令和２年度の 3,456 人から、増減しながら令和５年度の 3,345 人

と推移しています。 

在籍率は 20.0％台で横ばいの状態が続いています。 

 

若竹学級の在籍者数と在籍率 

 
資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 
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（３）子供の生活をめぐる状況 

①生活保護受給者数と生活保護世帯における子供の数 

生活保護受給者数は、令和２年から令和４年にかけて減少傾向で推移していましたが、

令和５年に増加し、8,835 人となっています。 

生活保護世帯の子供の数は年によって増減があり、一貫した傾向は見られませんが、令

和２年から令和３年は 500 人台であるのに対し、令和４年以降は 400 人台と減少がみられ

ました。 

 

生活保護受給者数と生活保護世帯における 18 歳未満の子供の数 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

生活保護受給者数 8,946 8,820 8,781 8,835 

生活保護世帯における子どもの数 535 555 459 473 

資料：和歌山市 

②要保護・準要保護児童数（小学生・中学生） 

準要保護児童数（小学生）についてみると、令和２年から令和５年にかけて一貫して減

少傾向で推移しており、令和２年の 2,754 人から令和５年の 2,433 人と 321 人減少してい

ます。 

要保護児童数（小学生）は、増減を繰り返して推移しており、令和４年から令和５年にお

いては大きく増加しています。 

準要保護児童数（中学生）は、令和４年にかけて増加傾向で推移していましたが、令和５

年は減少し、1,392 人となっています。 

要保護児童数（中学生）は、準要保護児童数（中学生）と同様、令和４年にかけて増加傾

向で推移し、令和５年は減少して 27 人となっています。 

 

要保護・準要保護児童数（小学生・中学生） 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

準要保護児童数（小学生） 2,754 2,651 2,594 2,433 

要保護児童数（小学生） 28 38 32 49 

準要保護児童数（中学生） 1,419 1,456 1,471 1,392 

要保護児童数（中学生） 19 30 31 27 

資料：和歌山市 
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③児童扶養手当の状況 

児童扶養手当の受給資格者数は令和２年から令和５年にかけて、一貫して減少傾向で推

移しており、令和２年の 3,973 人から、令和５年の 3,688 人へと 285 人減少しています。 

児童扶養手当の受給者数は、受給者資格数と同様に、減少傾向で推移しています。 

令和２年の 3,489 人から令和５年の 3,213 人へと 276 人減少しています。 

 

児童扶養手当の受給資格者と受給者数 

 
資料：和歌山市 

④児童虐待相談件数の推移 

児童虐待相談件数は、令和３年から令和４年にかけて、わずかに減少しましたが、増加

傾向で推移しており、令和５年で 999 件となっています。 

 

児童虐待相談件数の推移 

 

資料：和歌山市 
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６ 前回計画の進捗状況 

これまで「みんなで子育て 子どもが健やかにきらきらと育つまち 和歌山市」を基本

理念に掲げ、６つの基本目標の下、156 の子育て支援施策を展開してきました。 

本計画を策定するにあたり、前回計画の進捗状況を振り返りました。 

  



 

25 

 

進捗状況のまとめ 

項目 目
標
数 

達
成
数 

達成率 

基本目標 基本施策 
基本
施策 

基本
目標 

１ 子供の健やかな

成長を支える母子

保健事業の充実 

（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実 12 6 50.0% 

57.9% （２）食育の推進 5 4 80.0% 

（３）周産期・小児医療体制等の充実 2 1 50.0% 

２ 子育てしやすい

環境整備の充実 

 

（１）子育ての不安感や負担感をやわらげる支援 8 4 50.0% 

54.8% 

（２）子育て中の保護者の孤立防止と仲間づくりの推進 2 1 50.0% 

（３）地域における子育て支援 8 2 25.0% 

（４）経済的な支援 2 2 100.0% 

（５）男女共同参画の推進 5 2 40.0% 

（６）子育てと仕事の両立支援 6 6 100.0% 

３ 就学前教育・保

育事業と地域子ど

も・子育て支援事業

の充実 

 

（１）子育て支援事業に関する情報提供の強化 2 2 100.0% 

58.8% 

（２）教育・保育事業の充実 5 1 20.0% 

（３）地域子ども・子育て支援事業の充実 9 6 66.7% 

（４）子ども・子育てに関する相談支援と事業の利用支援 1 1 100.0% 

４ 様々な家庭への

支援の充実 

 

（１）ひとり親家庭への支援 11 4 36.3% 

42.8% 
（２）障害のある児童とその家庭への支援 3 2 66.7% 

（３）海外にルーツを持つ子供とその家庭への支援 3 2 66.7% 

（４）子供の虐待の早期発見と防止対策の充実 4 1 25.0% 

５ 子供・若者の育

成支援の充実 

 

（１）子供の人権擁護 3 2 66.7% 

57.1% 

（２）家庭と地域の教育力の向上 8 7 87.5% 

（３）生きる力を養う教育環境の充実 21 15 71.4% 

（４）子供・若者の健全育成体制の充実 6 2 33.3% 

（５）ひきこもり対策支援や相談体制の充実 1 0 0.0% 

（６）若者の就労支援対策の充実 3 1 33.3% 

（７）思春期からの健康づくり 6 1 16.7% 

（８）次代の親育成の推進 1 0 0.0% 

６ 子供の貧困対策

の充実 

（１）教育の支援 5 3 60.0% 

50.0% 
（２）生活の支援 16 7 43.8% 

（３）保護者の就労の支援 15 8 53.3% 

（４）経済的支援 0 0   

目標数：前回計画において令和６年度の目標数値を設定しているものを計上しています。 

達成数：令和６年度の目標値に対して、令和５年度時点で達成しているものを計上しています。 
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基本目標１ 子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実 

取組の成果 

〇子育て世代包括支援センター事業の拡充により、専門職による面談や伴走型相談支援を

実施することで、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制の充実を図りまし

た。 

〇産後ケア事業や乳幼児健康診査事業を実施することにより、産婦の不安解消や乳幼児の

健康管理、発達支援の強化を実現しました。 

〇予防接種事業の定期実施と啓発活動を行い、感染症予防の効果的な推進を図りました。 

〇栄養士による専門的な相談・指導を通じて、妊産婦や乳幼児の食育の充実を図りました。 

〇給食委員会の開催を通じて、認定こども園、保育所での給食の充実を図りました。また、

有功小学校を食育の研究指定校とし、学校教育活動全体を通して、学校における食育を

推進しました。 

〇離乳食に関する必要な普及を図るため、離乳食講習会を実施し、対面受講やオンライン

での受講など、柔軟に受講できる体制を整えました。 

〇夜間・休日応急診療センターにおいて、感染症の流行状況に応じ小児科を２診体制とす

る等、小児救急医療体制を強化しました。 

〇周産期ネットワーク事業では、分娩を取り扱う医療機関の協議会加入率 100％を維持。関

係機関と協議会を開催し、産科医療の現状について情報共有・連携を図りました。 

取組における課題 

〇乳幼児歯科健診においては、むし歯のない幼児は増加傾向にあるものの、多数のむし歯

がある子供の数を減少させることが依然として課題となっています。 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、保健所の事業など一部の事業で中止や縮小を

余儀なくされたことから、感染症対策を考慮した事業運営方法の確立が必要となってい

ます。 

〇オンライン形式での協議会における意見交換や情報共有の質の維持・向上において、効

果的なコミュニケーション方法の確立が課題となっています。 

〇女性の健康に関する相談について、思春期や更年期障害などの相談が少なく、今後様々

な時期でも相談できるよう、周知や啓発が課題となっています。  
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基本目標２ 子育てしやすい環境整備の充実 

取組の成果 

〇短期入所生活援助事業（ショートステイ）において、里親宅やファミリーホームへ委託

を開始することで市民に供給できるサービスの拡充を行いました。 

〇子ども家庭総合支援拠点として、職員の知識の醸成を図るための研修等の開催や、各関

係機関との情報共有体制の整備や連携強化を行いました。 

〇一時預かり事業では、市立保育所での申請手続きを可能にするとともに、低所得世帯も

利用できるよう負担軽減事業を実施することで、利用者の利便性向上と経済的支援の充

実に努めました。 

〇ファミリー・サポート・センター事業において、会員のための講習会の実施やおためし

の機会を設けるなど、積極的な広報活動を行うことで、サポートを行うスタッフ会員や

利用者の増加につながりました。 

〇地域子育て支援拠点事業では、コロナ禍で一時的な利用者減少がみられたものの、利用

者数は徐々に回復してきています。利用者アンケートにおいて「子育てに欠かせない存

在であった」「引っ越してきたので交流の場はありがたかった」等の意見もみられ、地域

における子育て支援の拠点としての役割を果たしてきました。 

〇経済的支援においては、児童手当の支給、こども医療費助成の拡充、保育所等の保育料

の軽減などを実施することにより、子育て世帯の経済的負担軽減の充実を図りました。 

〇両親教室や男女平等意識の啓発のための講座等の開催、学校行事への父親の参加の促進、

夫婦の家事・育児の在り方について考えるセミナーの実施、ワーク・ライフ・バランスの

普及活動を通じて、子育てや家庭生活に関する意識改革を推進しました。 

取組における課題 

〇対面での交流や支援を主とする事業において、コロナ禍での活動制限のため、本来の事

業目的達成が困難になっていました。今後の感染症拡大等の非常事態を視野に入れた支

援方法や事業運営方法の確立が課題となっています。 

〇三世代同居・近居促進事業において、新型コロナウイルス感染症の流行で三世代の交流

機会が減少したものの、親子の孤立を防ぐために、継続して実施する必要があります。 

〇各事業の認知度向上や利用促進のため、より効果的な周知方法の確立が課題となってい

ます。 

〇経済的支援においては、制度の周知徹底や申請手続きの簡素化が十分でないことから、

より利用者にとって分かりやすく、アクセスしやすい支援システムの確立が課題となっ

ています。 

〇男女平等意識の啓発や働き方改革の推進において、社会全体の意識改革や企業の取組促

進が十分でないことから、より効果的な啓発活動の実施が継続的な課題となっています。 

〇短期入所生活援助事業（ショートステイ）などにおいて、保護者の利用希望日と施設等

の受入可能日のミスマッチが生じていることから、受入可能施設等の開拓、拡充により

利用しやすい環境の構築が課題となっています。 
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〇早期療育の有用性が叫ばれている中、３歳未満の児童発達支援について障害児通所施設

の利用料は依然として有料となっており、負担の軽減措置の検討が必要です。 
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基本目標３ 就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実 

取組の成果 

〇市報、ホームページ、アプリ、ＳＮＳなど多様な媒体を活用した情報発信を行うことに

より、子育て関連の幅広い情報提供の充実を図りました。 

〇子ども家庭総合支援拠点として、相談支援体制を充実させました。また、地域子育て支

援拠点施設での相談、利用者支援事業におけるプランナーの増員、オンライン相談等の

実施により、より利用しやすい相談支援体制を確立させました。 

〇行政情報のみならず、民間施設企業や関係医療機関の情報なども掲載した包括的な情報

誌の発行や、子どもの発達支援ガイドブックの配布を実施することで、より利用者目線

に立った情報提供を実施しました。 

〇子供理解専門研修講座や幼児教育専門研修講座を実施し、園で活用できる具体的な指導

法を指導していただくなど、幼児教育・保育の質の向上を図りました。 

〇保育施設の増改築整備を推進するとともに、認定こども園への移行を促進することで、

目標を上回る 31園の認定こども園を達成し、保育環境の充実を推進しました。 

〇延長保育、乳児保育、病児・病後児保育、休日保育等の実施や障害児保育の充実を図るこ

とにより、多様な保育ニーズへの対応を実施しました。 

〇令和６年度より小学校の授業が全て終了する放課後に図書室等の特別教室を学校と若竹

学級がタイムシェア（一時利用）することにより、利用希望者の受け入れを拡充し、放課

後児童クラブ（若竹学級等）の待機児童ゼロを実現しています。 

取組における課題 

〇保育士の確保が困難なことが待機児童の根本的な原因となっており、保育士不足による

定員割れの結果、園の運営に支障が生じていることから、保育士の確保と定着に向けた

更なる取組が課題となっています。 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、病児保育やひとり親家庭向け交流会などの一

部サービスの利用減少や中止を余儀なくされたことから、感染症流行下でのサービス提

供方法の確立が課題となっています。 

〇放課後こども総合プランにおいて、放課後児童クラブへの対応を優先しており、一体型

放課後教室が未実施となっていることから、総合的な放課後対策の推進が課題となって

います。 

〇情報提供や相談支援の充実が図られる一方で、それらの取組の認知度向上や利用促進が

十分でないことから、より効果的な周知方法の確立が課題となっています。 
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基本目標４ 様々な家庭への支援の充実 

取組の成果 

〇ひとり親家庭に対して、医療費助成、児童扶養手当の支給、養育費確保に係る費用の補

助、扶養する児童等の修学に必要な福祉資金の貸付などの経済的支援を実施し、生活の

安定と自立を促進しました。 

〇障害のある児童とその家庭に対して、特別支援教育の充実、医療費助成、各種手当・年金

の支給など、包括的な支援体制を構築しました。 

〇外国籍の児童生徒とその家庭に対して、日本語支援ボランティアの派遣や和歌山大学留

学生との連携による学習支援を実施し、学校生活への適応と学力向上を促進しました。 

〇虐待防止に向けて、出前講座、研修会や講演会等による啓発活動の実施、関係機関との

ネットワーク構築、相談体制の充実、前向き子育て推進事業（トリプルＰ）、子支援プロ

グラムの実施など総合的な取組を展開しました。 

〇放課後児童クラブにおいて、障害のある児童の受入れ体制を整備し、必要に応じて支援

員を追加配置することで、誰もが利用しやすい環境づくりを推進しました。 

取組における課題 

〇ＤＶや経済的困窮等の理由により、地域での生活が困難な母子が増加しているため、母

子生活支援施設で保護する事案が増加しています。ＤＶ支援や保護者の精神疾患、知的

障害など様々な理由による養育能力の低さに起因する生活支援など、早期に課題が解決

しない世帯の増加により、施設入所の長期化が今後の課題となっています。 

〇外国籍の児童生徒とその家庭への支援について、ケースの複雑化・多様化に対応した適

切な支援が行えるよう、今後もスクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修を

継続していく必要があります。 

〇一部の事業では利用者や参加者の減少が見られ、ニーズの再評価が必要となっています。 

〇新型コロナウイルス感染症が感染症法上の分類で、２類から５類に引き下げられたこと

に加え、インフルエンザの大流行などが要因となり、令和５年度は医療費が高く推移し

ています。今後、持続可能な事業として感染予防の啓発や周知に取り組む必要がありま

す。 
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基本目標５ 子供・若者の育成支援の充実 

取組の成果 

〇子どもの権利条約に基づく啓発活動が継続的に実施され、学校教育を通じて子供の権利

に関する指導を各学年の発達段階に応じて行いました。 

〇ＩＣＴを活用した授業改善が進展し、教育の質の向上が図られました。また、外国語指

導助手(ＡＬＴ)の全校派遣により、国際理解教育を推進しました。 

〇ひきこもり支援体制の整備が進み、令和４年度には和歌山市ひきこもり支援ステーショ

ン事業としてひきこもり支援コーディネーターが配置され、地域の事業所に委託してひ

きこもり支援拠点を設置しました。 

〇若者への就労支援において、市主催の就職支援事業や関係機関と連携した事業が定期的

に開催され、企業研究会や合同企業説明会、インターンシップなど多様な形式のイベン

トを実施しました。 

〇乳幼児期に絵本を読み聞かせることは、子供たちにとって聞く力や想像力を育て、本に

対する興味を育てることに繋がり、読書習慣が身につくことによる子供たちの健全な成

長に寄与することができました。また、公共図書館で絵本の読み聞かせをすることによ

り、子供たちにとって本を選ぶ指針となることができました。 

〇小・中学校の通学区域について、要望があった案件については、通学区域協議会で協議

し、一定の条件のもとで通学区域制度の弾力化を図りました。 

〇薬物乱用・喫煙・飲酒防止教室を行い、薬物乱用、喫煙、飲酒による健康や社会への悪影

響についての学習の場を提供してきました。また、情報モラル教室を行い、スマートフ

ォンやインターネットの使い方について、啓発を行いました。 

取組における課題 

〇少子化に伴う子供の減少により、スポーツ団体の統廃合が進んでおり、子供たちのスポ

ーツ活動機会の確保が課題となっています。また、同じ理由で青少年団体数も減少して

おり、現状に即した目標の設定が必要です。 

〇インターネット上の有害情報対策の必要性が高まっており、学校での情報モラル教育の

実施が引き続き求められています。また、教員のＩＣＴ活用指導力の向上の促進するこ

とも必要となっています。 

〇ひきこもり支援における相談拠点の整備や関係機関との連携・協力が継続的な課題とな

っています。 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、職場体験活動や性教育出前講座など一部の事

業で縮小を余儀なくされましたが、５類への移行に伴い、実施を再開する事業も出てき

ており、再度ニーズや事業の見直しを行っています。 

〇若者の就労支援を行う「若者サポートステーションわかやま」について、引き続き周知

に努め、利用促進を図る必要があります。 
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基本目標６ 子供の貧困対策の充実 

取組の成果 

〇生活困窮者世帯の子供たちに対する学習支援が実施され、基礎学力向上と高等学校等へ

の進学を支援しました。 

〇文化芸術による子供育成総合事業を通じて、子供たちに質の高い文化芸術の鑑賞・体験

機会を提供し、創造力や想像力、思考力、コミュニケーション能力の養成に貢献しまし

た。 

〇学校・家庭・地域社会が連携して、体験活動や土曜教室などを実施することで、子供たち

に多様な活動機会や学習の場を提供してきました。 

〇子供食堂（子供の居場所）の開催状況などの情報を発信するとともに、補助金の案内や

運営に必要な資源の寄付等のマッチングを行うことができました。また、コミュニティ

センターの使用料減免を通して、運営を支援しました。 

〇令和２年度より就学援助の支給単価を国基準額と同額に引き上げ、経済的支援を強化し

ました。また、令和５年度からは援助費の支給方法を保護者口座への直接振込に変更し、

利便性の向上に努めました。 

〇生活困窮者自立支援事業として、相談者に応じて、早期の就労に向けてハローワークへ

の同行等を実施するなど、生活保護に至る前段階からの早期自立支援に努めました。 

取組における課題 

〇支援を必要とする人が適切な制度を利用できるよう、対象市民・世帯に各支援制度や相

談窓口があることを周知することが重要な課題となっています。 

〇家庭内暴力や経済困窮などの理由により、支援を必要とする世帯が増加傾向にあり、需

要の増加に対応した施策を推進することが求められています。 

〇学習支援や生活困窮者自立支援事業等について、目標設定の見直しが必要です。 
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７ 子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果概要 

（１） 調査の目的 

 第三期和歌山市子ども・子育て支援事業計画※の策定にあたり、和歌山市民の子育ての状況や、

幼児教育・保育・地域の子育て支援事業の利用希望などを把握し、計画策定の基礎資料とするこ

とで、よりよい子育て施策の推進につなげていくことを目的として実施しました。 

 

※調査実施後、計画名を「和歌山市こども計画」にすることに決定 

 

（２） 調査概要 

和歌山市内に居住する就学前児童の保護者（就学前保護者）2,500 人、小学生児童の保護者（小

学生保護者）1,500 人、小学生・中学生・高校生約 1,000 人を対象として行いました。 

 

（３） 調査の方法と回収状況 

就学前保護者、小学生保護者については、住民基本台帳から無作為抽出で対象者を選定し、郵

送による調査依頼(ハガキ)を配布し、インターネットを通してアンケートを行いました。 

小・中・高校生については、市内の小学校・中学校・高校の協力を得て、人数等のバランスを考

慮して、クラス単位での配付・回収を行いました。 

■調査期間 

・就学前保護者、小学生保護者：[１回目]令和６年３月 27日から４月 16日 

[２回目]令和６年５月 17日から５月 31日 

・小学生・中学生・高校生：令和６年３月 18 日から３月 22日 

 

■配布数・回収数・回収率 

 配布数 有効回収数 有効回収率 

就学前保護者 2,500 1,030     41.2％ 

小学生保護者 1,500 697     46.5％ 

小学生・中学生・高校生 1,112 911     81.9％ 
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（４）就学前児童及び小学生児童の保護者対象調査 

①地域子育て支援拠点事業の利用状況について 

地域子育て支援拠点事業の利用状況（複数回答）［就学前 問 14］ 

地域子育て支援拠点事業の利用状況についてみると、「利用していない」が 69.3％と最も高く、

次いで「地域子育て支援拠点事業」が 29.0％、「その他類似の事業」が 1.6％となっています。 

前回調査と比較して、「地域子育て支援拠点事業」では 17.4 ポイント高く、一方で「利用して

いない」では 16.0 ポイント低くなっています。 

  

地域子育て支援拠点事業の利用意向［就学前 問 15］ 

地域子育て支援拠点事業の利用意向は、「現在利用しておらず、これからも利用したいとは思わ

ない」が 41.4％と最も高く、次いで「現在利用していないが、できれば今後利用したい」が 33.5％、

「現在利用しており、今後も同じように利用を続けたい」が 13.6％となっています。 

前回調査と比較して、「現在利用していないが、できれば今後利用したい」では 6.6 ポイント高

く、一方で「現在利用しておらず、これからも利用したいとは思わない」では 5.0 ポイント低く

なっています。 

  

地域子育て支援拠点事業については、市内 10か所に設置しており、前回調査時点よりも利

用率は高くなっています。利用意向についても「現在利用していないが、できれば今後利用

したい」の割合が高くなっていることから、今後も利用率が高まることが予想されます。  

29.0 

1.6 

69.3 

0.4 

11.6 

3.2 

85.3 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域子育て支援拠点事業

その他類似の事業

利用していない

不明・無回答

今回調査（N=1,030） 前回調査（N=1,155）

13.6 

3.6 

33.5 

41.4 

7.3 

0.7 

9.6 

3.8 

26.9 

46.4 

10.7 

2.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

現在利用しており、今後も同じように利用を続け

たい

現在利用しているが、できれば利用日数を増や

したい

現在利用していないが、できれば今後利用した

い

現在利用しておらず、これからも利用したいとは

思わない

その他

不明・無回答

今回調査（N=1,030） 前回調査（N=1,155）

現在利用しており、 
今後も同じように利用を続けたい 

現在利用しているが、 
できれば利用日数を増やしたい 

現在利用していないが、 
できれば今後利用したい 

 
現在利用しておらず、 

これからも利用したいとは思わない 
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②宿泊を伴う一時預かり等の利用について 

私用、親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に利用している事業（複数回答）［就学前 問 21］ 

私用、親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に利用している事業についてみると、「親族・

知人にみてもらった」が 60.2％と最も高く、次いで「預けることはなかった」が 32.2％、「一時

預かり（私用など理由を問わずに保育所などで一時的に子どもを保育する事業）」が 5.8％となっ

ています。 

前回調査と比較して、「親族・知人にみてもらった」では 16.8 ポイント高く、一方で「預ける

ことはなかった」では 18.3 ポイント低くなっています。 

 

  

60.2 

5.8 

5.8 

1.5 

0.2 

0.1 

1.4 

32.2 

1.6 

43.4 

0.0 

0.0 

1.0 

0.1 

0.1 

2.7 

50.5 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80%

親族・知人にみてもらった

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

夜間養護等事業（トワイライトステイ）

ベビーシッター

その他

預けることはなかった

不明・無回答

今回調査（N=1,030） 前回調査（N=1,155）



 

36 

 

問 21で「預けることはなかった」を選ばれた方 

一時預かり等を利用しなかった理由（複数回答）［就学前 問 21-1］ 

一時預かり等を利用しなかった理由についてみると、「特に利用する必要がない」が 64.2％と最

も高く、次いで「利用料がかかる・高い」が 23.5％、「事業の利用方法（手続き等）がわからない」

が 22.6％となっています。 

前回調査と比較して、「利用料がかかる・高い」では 11.0 ポイント高く、一方で「特に利用す

る必要がない」では 22.2 ポイント低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学前保護者の一時預かり等の利用状況のアンケート調査結果から、「預けることがなかっ

た」の割合が減少していますが、その理由として、「特に利用する必要がない」の割合が減少

している一方、「利用料がかかる・高い」といった経済的な理由が伸びています。 

また、「利用料がわからない」「自分が事業の対象者になるのかどうかわからない」「事業の

利用方法（手続き等）がわからない」等の制度に関することがわからないという理由もまた

伸びています。 

  

64.2  

4.2  

6.0  

6.9  

23.5  

14.5  

17.5  

22.6  

5.1  

0.3  

86.4  

2.4  

4.1  

2.7  

12.5  

8.7  

7.2  

12.0  

2.7  

0.3  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

特に利用する必要がない 

利用したい事業が地域にない 

地域の事業の質に不安がある 

地域の事業の利便性（立地や利用可能時間・ 

日数など）がよくない 

利用料がかかる・高い 

利用料がわからない 

自分が事業の対象者になるのか 

事業の利用方法（手続き等）がわからない 

その他 

不明・無回答 

今回調査（ N=332 ） 前回調査（ N=583 ） 

どうかわからない 
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③妊娠中や出産、子育ての不安と悩みについて 

妊娠中、あるいは出産後、母親が精神的に不安定になった経験（単数回答）［就学前 問 27］ 

妊娠中、あるいは出産後、母親が精神的に不安定になった経験についてみると、「時々あった」

が 42.8％と最も高く、次いで「よくあった」が 24.0％、「ほとんどなかった」が 23.5％となって

います。 

前回調査と比較して、「よくあった」では 8.7 ポイント高く、一方で「ほとんどなかった」では

3.6 ポイント低くなっています。 

 

妊娠中や出産後のサポートとして、必要だと思うサービス（複数回答）[就学前 問 28] 

妊娠中や出産後のサポートとして、特に必要だと思うサービスについてみると、「赤ちゃんの育

児相談」が 47.2％と最も高く、次いで「買い物・食事のしたくなどの家事支援」が 31.7％、「兄

弟姉妹をみてくれるサポート」が 31.3％となっています。 

  

※今回調査における上位５項目表示 

 

妊娠中、産後に精神的な不安定を覚えたかについてのアンケート調査結果から、前回調査

と比較して、「よくあった」の割合が高くなっています。 

具体的なサポートとしては、前回調査と同様の傾向となっており、特に「赤ちゃんの育児

相談」「買い物・食事のしたくなどの家事支援」「兄弟姉妹をみてくれるサポート」「母親の健

康面での相談」において３割以上となっています。  

24.0 

15.3 

42.8 

43.5 

23.5 

27.1 

9.3 

11.5 

0.4 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,030）

前回調査

（N=1,155）

よくあった 時々あった ほとんどなかった

なかった 不明・無回答

47.2 

31.7 

31.3 

31.1 

11.6 

46.7 

34.9 

38.8 

30.2 

20.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

赤ちゃんの育児相談

買い物・食事のしたくなどの家事支援

兄弟姉妹をみてくれるサポート

母親の健康面での相談

子育て中の人との交流

今回調査（N=1,030） 前回調査（N=1,155）
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④仕事と生活の調査（ワーク・ライフ・バランス）について 

仕事と子育てを両立させる上で、大変だと思うこと（複数回答）[小学生 問 18-3] 

仕事と子育てを両立させる上で大変だと思うことについてみると、「子供が病気やケガをしたと

きに代わりに子供の面倒をみる人がいないこと」が 60.5％と最も高く、次いで「子供と接する時

間が少ないこと」が 39.6％、「残業や出張が入ること」が 30.1％となっています。 

前回調査と比較して、「子供が病気やケガをしたときに代わりに子供の面倒をみる人がいないこ

と」では 13.4 ポイント、「子供と接する時間が少ないこと」が 4.9 ポイント高くなっています。 

 

   

仕事と子育ての両立についての調査から、子供が病気やケガをしたときに代わりに子供の

面倒をみる人がいないと実感している家庭が増加しています。また、配偶者の協力が得られ

ないことも増加しており、仕事と生活との両立の困難さがうかがえます。 

  

30.1 

60.5 

24.7 

6.0 

14.5 

15.4 

4.6 

5.3 

39.6 

8.3 

4.6 

29.4 

47.1 

21.4 

5.2 

15.6 

14.4 

6.4 

2.6 

34.7 

10.5 

12.8 

0% 20% 40% 60% 80%

残業や出張が入ること

子供が病気やケガをしたときに代わりに子供の

面倒をみる人がいないこと

配偶者の協力が得られないこと

家族や親族の理解が得られないこと

職場に子育てを支援する制度がないこと（育児

休業、子供の看護休暇、短時間勤務等）

職場の理解や協力が得られないこと

子供のほかに面倒をみなければならない人がい

ること

子供の面倒をみてくれる放課後児童クラブ（若竹

学級等）が見つからないこと

子供と接する時間が少ないこと

その他

不明・無回答

今回調査（N=697） 前回調査（N=688）

子供が病気やケガをしたときに代わりに子供の

面倒をみる人がいないこと

職場に子育てを支援する制度がないこと（育児

休業、子供の看護休暇、短時間勤務等）

子供のほかに面倒をみなければならない人がい

ること

子供の面倒をみてくれる放課後児童クラブ（若竹

学級等）が見つからないこと
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⑤子供の健全な育成について 

子育てに関する不安感や負担感を感じているか（単数回答）[就学前 問 29、小学生 問 19] 

子育てに関して不安感や負担感等を感じているかについてみると、就学前児童保護者では「な

んとなく不安や負担を感じる」が 39.5％と最も高く、次いで「あまり不安や負担などは感じない」

が 34.4％、「非常に不安や負担を感じる」が 10.2％となっています。 

前回調査と比較して、「非常に不安や負担を感じる」では 4.0 ポイント高く、一方で「なんとも

いえない（わからない）」では 3.5 ポイント低くなっています。 

小学生保護者では「なんとなく不安や負担を感じる」が 43.5％と最も高く、次いで「あまり不

安や負担などは感じない」が 31.7％、「非常に不安や負担を感じる」が 13.1％となっています。 

前回調査と比較して、「なんとなく不安や負担を感じる」では 9.2 ポイント高く、一方で「なん

ともいえない（わからない）」では 5.7 ポイント低くなっています。 

 

 

 

就学前保護者、小学生保護者ともに、不安や負担を感じる割合が高くなっています。 

また、小学生保護者が抱える、子育てに関して、日頃悩んでいること、気になることの調

査結果（P41）から、割合は高くないものの、「子供の不登校などの問題」「子育てのストレス

等から、子供に手を上げたり、叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと」「子育て

による身体の疲れが大きいこと」について、前回調査よりも高まっていることも注意が必要

です。 

 

10.2 

6.2 

39.5 

37.0 

34.4 

35.1 

6.9 

8.0 

8.1 

11.6 

1.0 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,030）

前回調査

（N=1,155）

非常に不安や負担を感じる

なんとなく不安や負担を感じる

あまり不安や負担などは感じない

まったく感じない

なんともいえない（わからない）

不明・無回答

13.1 

6.5 

43.5 

34.3 

31.7 

31.7 

4.6 

7.0 

6.9 

12.6 

0.3 

7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=697）

前回調査

（N=688）

非常に不安や負担を感じる

なんとなく不安や負担を感じる

あまり不安や負担などは感じない

まったく感じない

なんともいえない（わからない）

不明・無回答

就
学
前 

小
学
生 
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子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になること（複数回答）［就学前 問 31］ 

子育てに関して日頃悩んでいること・気になることについてみると、「病気や発育・発達に関す

ること」が 40.3％と最も高く、次いで「子育てにかかる出費がかさむこと」が 36.4％、「子供の

教育に関すること」が 35.6％となっています。前回調査と比較して、「子供との接し方に自信が持

てないこと」では 5.1 ポイント、「食事や栄養に関すること」では 4.9 ポイント高くなっています。 

  

40.3 

34.7 

8.8 

18.5 

21.2 

35.6 

19.0 

5.6 

10.8 

8.3 

5.0 

4.7 

23.5 

9.3 

9.5 

30.9 

36.4 

4.2 

7.7 

1.7 

7.1 

1.2 

37.2 

29.8 

5.6 

13.4 

19.7 

38.7 

22.4 

3.0 

13.9 

8.9 

5.2 

3.2 

26.9 

9.8 

8.6 

28.7 

33.9 

5.4 

9.0 

3.0 

6.5 

2.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児のことがよくわからないこと

子供との接し方に自信が持てないこと

子供と過ごす時間が十分とれないこと

子供の教育に関すること

子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること

子供の登所・登園拒否などの問題

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少

ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合

わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場な

どまわりの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむことな

ど自分の時間が十分とれないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれ

る人がいないこと

子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、

叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てによる身体の疲れが大きいこと

子育てにかかる出費がかさむこと

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれ

ないこと

住居が狭いこと

その他

負担に思うことはない

不明・無回答

今回調査（N=1,030） 前回調査（N=1,155）

子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少な

いこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わ

ないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場な

どまわりの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむことな

ど自分の時間が十分とれないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれ

る人がいないこと

子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、

叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれな

いこと
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29.6 

25.1 

4.2 

19.4 

23.7 

53.8 

37.4 

5.9 

11.5 

9.9 

6.7 

3.3 

23.2 

7.0 

12.2 

22.2 

45.3 

2.7 

9.0 

2.4 

6.0 

1.0 

24.0 

20.2 

1.7 

9.6 

22.7 

48.4 

36.9 

2.9 

12.2 

8.4 

4.1 

1.7 

17.0 

6.8 

6.5 

13.4 

39.7 

2.2 

7.7 

4.2 

7.6 

7.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児のことがよくわからないこと

子供との接し方に自信が持てないこと

子供と過ごす時間が十分とれないこと

子供の教育に関すること

子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること

子供の不登校などの問題

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少

ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合

わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場

などまわりの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむことな

ど自分の時間が十分とれないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれ

る人がいないこと

子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、

叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てによる身体の疲れが大きいこと

子育てにかかる出費がかさむこと

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれ

ないこと

住居が狭いこと

その他

負担に思うことはない

不明・無回答

今回調査（N=697） 前回調査（N=688）

子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少

ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わ

ないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場な

どまわりの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむことな

ど自分の時間が十分とれないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれ

る人がいないこと

子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、

叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれな

いこと

子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になること（複数回答）［小学生 問 20］ 

子育てに関して、日頃悩んでいること、気になることについてみると、「子供の教育に関するこ

と」が 53.8％と最も高く、次いで「子育てにかかる出費がかさむこと」が 45.3％、「子供の友だ

ちづきあい（いじめ等を含む）に関すること」が 37.4％となっています。 

前回調査と比較して、「子供との接し方に自信が持てないこと」では 9.8 ポイント、「子育てに

よる身体の疲れが大きいこと」で 8.8 ポイント高くなっています。 
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⑥施策全般について 

和歌山市への定住意向（単数回答）［就学前 問 35、小学生 問 29］ 

和歌山市への定住意向についてみると、「住み続けたい」が 73.1％と最も高く、次いで「わから

ない」が 21.2％、「住み続けたくない」が 5.1％となっています。 

前回調査と比較して、「わからない」では 5.4 ポイント高く、一方で「住み続けたい」では 4.7

ポイント低くなっています。 

小学生保護者では、「住み続けたい」が 70.2％と最も高く、次いで「わからない」が 24.1％、

「住み続けたくない」が 5.5％となっています。 

前回調査と比較して、「わからない」では 8.3 ポイント高く、一方で「住み続けたい」では 8.0

ポイント低くなっています。 

 

 

 

定住意向についてのアンケート調査から、就学前保護者、小学生保護者ともに、定住意向

（「住み続けたい」）の割合は前回調査と比較して低くなっており、「わからない」の割合が高

くなっています。「住み続けたくない」の割合については、前回調査と同水準となっています。 

  

73.1 

77.8 

5.1 

5.6 

21.2 

15.8 

0.6 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,030）

前回調査

（N=1,155）

住み続けたい 住み続けたくない わからない

不明・無回答
70.2 

78.2 

5.5 

5.1 

24.1 

15.8 

0.3 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=697）

前回調査

（N=688）

住み続けたい 住み続けたくない わからない

不明・無回答

就
学
前 

小
学
生 
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住み続けたくないと感じる理由（複数回答）［就学前 問 35-２］ 

住み続けたくないと感じる理由についてみると、「まちに活気や魅力が感じられない」が 62.3％

と最も高く、次いで「両親、親戚、親しい人が市外に住んでいる」「ショッピングやレジャーに不

便」がともに 47.2％となっています。 

前回調査と比較して、「子育て支援等の環境がよくない」では 25.3 ポイント高く、一方で「両

親、親戚、親しい人が市外に住んでいる」では 11.3 ポイント低くなっています。 

 

 

  

11.3 

47.2 

5.7 

45.3 

15.1 

62.3 

15.1 

26.4 

47.2 

18.9 

15.1 

45.3 

15.1 

0.0 

7.7 

58.5 

9.2 

44.6 

18.5 

55.4 

15.4 

10.8 

36.9 

10.8 

7.7 

20.0 

20.0 

4.6 

0% 20% 40% 60% 80%

自分や家族の勤め先が市外にある

両親、親戚、親しい人が市外に住んでいる

緑が少なく、自然環境がよくない

通勤・通学など交通環境が不便

職場が少なく、働き口が見つからない

まちに活気や魅力が感じられない

図書館などの教育・文化環境がよくない

各種医療施設が整っていない

ショッピングやレジャーに不便

近所づきあいがわずらわしい

家賃や住宅面積など、住宅事情がよくない

子育て支援等の環境がよくない

その他

不明・無回答

今回調査（N=53） 前回調査（N=65）
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子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になること［問 35-２ × 問 31］ 

子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になることについて、「子育て支援等の環境

がよくない」と回答した人では[1．病気や発育・発達に関すること]、[2．食事や栄養に関するこ

と]、[5．子供と過ごす時間が十分とれないこと]、[6．子供の教育に関すること]、[9．子育てに

関して配偶者・パートナーの協力が少ないこと]、[11．自分の子育てについて、親族・近隣の人・

職場などまわりの見る目が気になること]、[14．配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってく

れる人がいないこと]、[15．子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、叱り過ぎたり、世

話をしなかったりしてしまうこと]、[16．子育てによる身体の疲れが大きいこと]、[17．子育て

にかかる出費がかさむこと]、[18．子育てが大変なことを身近な人が理解してくれないこと]、[19．

住居が狭いこと]が、「子育て支援等の環境がよくない」とは回答しなかった人よりも 10ポイント

以上高くなっています。 

  

はい いいえ
不明・無
回答

はい いいえ
不明・無
回答

「はい」の
差分

「いいえ」
の差分

1．病気や発育・発達に関すること 54.2 45.8 0.0 41.4 58.6 0.0 12.8 -12.8

2．食事や栄養に関すること 54.2 45.8 0.0 37.9 62.1 0.0 16.2 -16.2

3．育児のことがよくわからないこと 12.5 87.5 0.0 13.8 86.2 0.0 -1.3 1.3

4．子供との接し方に自信が持てないこと 25.0 75.0 0.0 17.2 82.8 0.0 7.8 -7.8

5．子供と過ごす時間が十分とれないこと 41.7 58.3 0.0 20.7 79.3 0.0 21.0 -21.0

6．子供の教育に関すること 54.2 45.8 0.0 34.5 65.5 0.0 19.7 -19.7

7．子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す
ること

25.0 75.0 0.0 20.7 79.3 0.0 4.3 -4.3

8．子供の登所・登園拒否などの問題 12.5 87.5 0.0 6.9 93.1 0.0 5.6 -5.6

9．子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少
ないこと

20.8 79.2 0.0 10.3 89.7 0.0 10.5 -10.5

10．配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合
わないこと

12.5 87.5 0.0 10.3 89.7 0.0 2.2 -2.2

11．自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場
などまわりの見る目が気になること

20.8 79.2 0.0 3.4 96.6 0.0 17.4 -17.4

12．子育てに関して話し相手や相談相手がいない
こと

16.7 83.3 0.0 10.3 89.7 0.0 6.3 -6.3

13．仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむこと
など自分の時間が十分とれないこと

33.3 66.7 0.0 27.6 72.4 0.0 5.7 -5.7

14．配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってく
れる人がいないこと

25.0 75.0 0.0 13.8 86.2 0.0 11.2 -11.2

15．子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、
叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

37.5 62.5 0.0 17.2 82.8 0.0 20.3 -20.3

16．子育てによる身体の疲れが大きいこと 58.3 41.7 0.0 34.5 65.5 0.0 23.9 -23.9

17．子育てにかかる出費がかさむこと 62.5 37.5 0.0 41.4 58.6 0.0 21.1 -21.1

18．子育てが大変なことを身近な人が理解してくれ
ないこと

16.7 83.3 0.0 3.4 96.6 0.0 13.2 -13.2

19．住居が狭いこと 25.0 75.0 0.0 10.3 89.7 0.0 14.7 -14.7

20．その他 8.3 91.7 0.0 0.0 100.0 0.0 8.3 -8.3

21．負担に思うことはない 0.0 100.0 0.0 6.9 93.1 0.0 -6.9 6.9

②「子育て支援等の環境がよ
くない」と回答しなかった人

①「子育て支援等の環境がよ
くない」と回答した人問31　子育てに関して、日頃悩んでいること、また

は、気になること

①-②



 

45 

 

住み続けたくないと感じる理由（複数回答）［小学生 問 29-２］ 

住み続けたくないと感じる理由についてみると、「通勤・通学など交通環境が不便」が 50.0％と

最も高く、次いで「両親、親戚、親しい人が市外に住んでいる」が 47.4％、「子育て支援等の環境

がよくない」が 44.7％となっています。 

前回調査と比較して、「子育て支援等の環境がよくない」では 19.0 ポイント高く、一方で「ま

ちに活気や魅力が感じられない」では 20.8 ポイント低くなっています。 

 

  

13.2 

47.4 

5.3 

50.0 

18.4 

42.1 

21.1 

18.4 

39.5 

13.2 

10.5 

44.7 

18.4 

0.0 

11.4 

45.7 

2.9 

42.9 

28.6 

62.9 

20.0 

11.4 

25.7 

14.3 

11.4 

25.7 

22.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

自分や家族の勤め先が市外にある

両親、親戚、親しい人が市外に住んでいる

緑が少なく、自然環境がよくない

通勤・通学など交通環境が不便

職場が少なく、働き口が見つからない

まちに活気や魅力が感じられない

図書館などの教育・文化環境がよくない

各種医療施設が整っていない

ショッピングやレジャーに不便

近所づきあいがわずらわしい

家賃や住宅面積など、住宅事情がよくない

子育て支援等の環境がよくない

その他

不明・無回答

今回調査（N=38） 前回調査（N=35）
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子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になること［問 29-２ × 問 20］ 

子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になることについて、「子育て支援等の環境

がよくない」と回答した人では[1．病気や発育・発達に関すること]、[2．食事や栄養に関するこ

と]、[7．子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること]が、「子育て支援等の環境がよ

くない」とは回答しなかった人よりも 10 ポイント以上高くなっています。 

 

  

はい いいえ
不明・無
回答

はい いいえ
不明・無
回答

「はい」の
差分

「いいえ」
の差分

1．病気や発育・発達に関すること 52.9 35.3 11.8 33.3 66.7 0.0 19.6 -31.4

2．食事や栄養に関すること 35.3 52.9 11.8 14.3 85.7 0.0 21.0 -32.8

3．育児のことがよくわからないこと 11.8 76.5 11.8 9.5 90.5 0.0 2.2 -14.0

4．子供との接し方に自信が持てないこと 17.6 70.6 11.8 19.0 81.0 0.0 -1.4 -10.4

5．子供と過ごす時間が十分とれないこと 23.5 64.7 11.8 19.0 81.0 0.0 4.5 -16.2

6．子供の教育に関すること 41.2 47.1 11.8 66.7 33.3 0.0 -25.5 13.7

7．子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す
ること

41.2 47.1 11.8 28.6 71.4 0.0 12.6 -24.4

8．子供の登校拒否などの問題 0.0 88.2 11.8 9.5 90.5 0.0 -9.5 -2.2

9．子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少
ないこと

11.8 76.5 11.8 4.8 95.2 0.0 7.0 -18.8

10．配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合
わないこと

11.8 76.5 11.8 4.8 95.2 0.0 7.0 -18.8

11．自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場
などまわりの見る目が気になること

5.9 82.4 11.8 9.5 90.5 0.0 -3.6 -8.1

12．子育てに関して話し相手や相談相手がいない
こと

11.8 76.5 11.8 9.5 90.5 0.0 2.2 -14.0

13．仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむこと
など自分の時間が十分とれないこと

29.4 58.8 11.8 28.6 71.4 0.0 0.8 -12.6

14．配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってく
れる人がいないこと

11.8 76.5 11.8 14.3 85.7 0.0 -2.5 -9.2

15．子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、
叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

0.0 88.2 11.8 23.8 76.2 0.0 -23.8 12.0

16．子育てによる身体の疲れが大きいこと 35.3 52.9 11.8 33.3 66.7 0.0 2.0 -13.7

17．子育てにかかる出費がかさむこと 47.1 41.2 11.8 42.9 57.1 0.0 4.2 -16.0

18．子育てが大変なことを身近な人が理解してくれ
ないこと

0.0 88.2 11.8 0.0 100.0 0.0 0.0 -11.8

19．住居が狭いこと 17.6 70.6 11.8 19.0 81.0 0.0 -1.4 -10.4

20．その他 5.9 82.4 11.8 4.8 95.2 0.0 1.1 -12.9

21．負担に思うことはない 5.9 82.4 11.8 0.0 100.0 0.0 5.9 -17.6

問20　子育てに関して、日頃悩んでいること、また
は、気になること

①「子育て支援等の環境がよ
くない」と回答した人

②「子育て支援等の環境がよ
くない」と回答しなかった人

①-②

不登校などの問題 
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就学前保護者では、住み続けたくないと感じる理由として、「まちに活気や魅力が感じられ

ない」が前回調査と同様最も高くなっています。「子育て支援等の環境が良くない」について

は前回調査よりも 25 ポイント以上高くなっており、前回調査の倍以上の割合となっていま

す。 

小学生保護者では、「子育て支援等の環境が良くない」については前回調査と比較して 19

ポイント高くなっており、就学前保護者と同様に前回調査結果よりも非常に高い水準となっ

ています。 

「子育て支援等の環境がよくない」と回答した方のうち、 [1．病気や発育・発達に関する

こと]、[2．食事や栄養に関すること]については就学前保護者、小学生保護者共通で悩みや

気になることとして高い割合となっています。  
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（５）小学生・中学生・高校生対象調査 

①学校について 

学校に行きたいか（単数回答）[問６] 

学校に行きたいかについてみると、「まあまあ行きたいと思う」が 52.9％と最も高く、次いで

「とても行きたいと思う」が 34.0％、「あまり行きたいと思わない」が 11.0％となっています。 

小学生では「まあまあ行きたいと思う」が 49.9％、中学生では「まあまあ行きたいと思う」が

50.4％、高校生では「まあまあ行きたいと思う」が 61.4％となっています。 

 

 

 

学校に『行きたいと思う』（「とても行きたいと思う」「まあまあ行きたいと思う」）の合計

は 86.9％と、前回調査と比較して 6.3 ポイント高くなっています。一方、学校に行きたくな

い理由として、「友だちとの関係がうまくいかなかった」が依然高い割合となっていますが、

「勉強がわからない」の割合が前回調査と比較して高い割合となっています。 

  

34.0 

27.3 

52.9 

53.3 

11.0 

13.1 

1.3 

3.4 

0.8 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=911）

前回調査

（N=970）

とても行きたいと思う まあまあ行きたいと思う

あまり行きたいと思わない まったく行きたいと思わない

不明・無回答

N=
とても行き
たいと思う

まあまあ行
きたいと思
う

あまり行き
たいと思わ
ない

まったく行
きたいと思
わない

不明・無回
答

小学生（N=353） 38.0 49.9 9.9 0.8 1.4

中学生（N=335） 35.2 50.4 12.5 1.2 0.6

高校生（N=223） 26.0 61.4 10.3 2.2 0.0
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問６で「あまり行きたいと思わない」「まったく行きたいと思わない」を選んだ方 

学校に行きたくないと思うようになったきっかけ（複数回答）[問 6-2] 

学校に行きたくないと思うようになったきっかけについてみると、「友だちとの関係がうまくい

かなかった」が 33.9％と最も高く、次いで「勉強がわからない」が 26.8％となっています。 

小学生では「友だちとの関係がうまくいかなかった」が 34.2％、中学生では「友だちとの関係

がうまくいかなかった」が 32.6％、高校生では「友だちとの関係がうまくいかなかった」が 35.7％

となっています。 

 

 

  

16.1 

33.9 

0.9 

1.8 

8.9 

26.8 

17.0 

29.5 

5.4 

16.9 

33.8 

6.9 

1.3 

6.3 

20.0 

15.0 

38.1 

5.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学校になじめなかった

友だちとの関係がうまくいかなかった

家族との関係がうまくいかなかった

病気のため

先生との関係がうまくいかなかった

勉強がわからない

ほかにやりたいことができた

その他

不明・無回答

今回調査（N=112） 前回調査（N=160）

N=
学校になじ
めなかった

友だちとの
関係がうま
くいかな
かった

家族との関
係がうまく
いかなかっ
た

病気のため

先生との関
係がうまく
いかなかっ
た

勉強がわ
からない

ほかにやり
たいことが
できた

その他
不明・無回
答

小学生（N=38） 15.8 34.2 0.0 2.6 10.5 28.9 15.8 26.3 2.6

中学生（N=46） 10.9 32.6 0.0 0.0 8.7 26.1 15.2 34.8 8.7

高校生（N=28） 25.0 35.7 3.6 3.6 7.1 25.0 21.4 25.0 3.6
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②日常生活の様子やふだん思っていることについて 

生活の満足度（１～10までの 10 段階評価）[問 13] 

最近の生活の満足度についてみると、「10（十分に満足している）」が 25.6％と最も高く、次い

で「8」が 21.2％、「9」が 14.7％となっています。 

小学生では「10（十分に満足している）」が 30.3％、中学生では「8」が 24.5％、高校生では「10

（十分に満足している）」が 23.3％となっています。 

 

 

  

 

 

  

0.5 

0.2 

1.1 

3.1 

9.2 

9.2 

14.3 

21.2 

14.7 

25.6 

0.9 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１（まったく満足していない）

2

3

4

5

6

7

8

9

10（十分に満足している）

不明・無回答

今回調査（N=911）

不満 満足

N= 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

小学生（N=353） 0.6 0.3 1.4 2.3 7.4 10.8 12.5 18.1 16.1 30.3

中学生（N=335） 0.3 0.3 0.9 3.0 10.4 9.0 14.9 24.5 13.7 22.1

高校生（N=223） 0.9 0.0 0.9 4.5 10.3 7.2 16.1 21.1 13.9 23.3

全体 小学生 中学生 高校生
有効回答 903 352         332         219         
合計 7,065 2812 2567 1686
平均値 7.82 7.99 7.73 7.70
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（家族と）主にどんなことを話すか[問 13 × 問 7-1] 

家族と主にどのようなことを話すかについて、生活の満足度が平均値以上の人では[1．学校の

こと]、[2．友だちのこと]、[4．最近の出来事]、[5．自分が興味を持っていること]が平均値以下

の人よりも 10ポイント以上高くなっています。 

 

 

現在抱えている悩み [問 13 × 問 8-1] 

現在抱えている悩みについて、生活の満足度が平均値以上の人では[1．勉強や成績のこと]、[3．

将来やこれからのこと]、[5．友だちのこと]、[11．自分の性格やくせのこと]が平均値以下の人

よりも 10ポイント以上低くなっています。 

 

  

平均値以上 平均値以下 差分
1．学校のこと 77.7 55.4 22.3
2．友だちのこと 66.6 51.0 15.6
3．将来のこと 26.6 23.0 3.6
4．最近の出来事 83.0 70.3 12.8
5．自分が興味を持っていること 43.9 33.5 10.4
6．その他 5.0 6.7 -1.7
不明・無回答 0.0 0.0 0.0

問7-1　主にどんなことを話しますか。
問13　生活の満足度

平均値以上 平均値以下 差分
1．勉強や成績のこと 18.2 31.2 -13.0
2．遊びのこと 2.1 2.6 -0.5
3．将来やこれからのこと 14.3 25.1 -10.8
4．家族のこと 1.8 2.6 -0.8
5．友だちのこと 4.1 16.0 -11.9
6．異性のこと 0.9 2.6 -1.7
7．学校のこと 1.8 9.9 -8.1
8．塾や習い事のこと 5.2 9.0 -3.9
9．お金のこと 4.6 7.6 -2.9
10．性のこと 0.7 1.7 -1.0
11．自分の性格やくせのこと 5.7 18.4 -12.7
12．自分の顔や見た目のこと 5.5 13.4 -7.9
13．体や健康のこと 3.4 5.8 -2.4
14．いじめのこと 0.5 1.5 -0.9
15．その他 0.9 2.0 -1.1
不明・無回答 67.3 44.0 23.3

問8-1　どのような悩みですか。
問13　生活の満足度
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自分の悩んでいることを相談できる人 [問 13 × 問 9] 

悩みを相談できる人について、生活の満足度が平均値以上の人では[1．お父さん]、[2．お母さ

ん]、[3．兄弟・姉妹]、[4．その他の家族や親せき]、[5．学校の先生]、[6．友だちや先輩]が平

均値以下の人よりも 10ポイント以上高くなっています。 

 

 

生活の満足度が高い人は、家族といろんな話題で会話をしていることがわかります。 

また、相談できる相手も生活の満足度が低い人と比べて[1．お父さん]、[2．お母さん]、

[3．兄弟・姉妹]、[4．その他の家族や親せき]、[5．学校の先生]、[6．友だちや先輩]など、

多様な関係性の人と相談ができる関係が築けていることがわかります。 

一方、生活の満足度が低い人が抱えている悩みについては、[1．勉強や成績のこと]、[3．

将来やこれからのこと]、[5．友だちのこと]、[11．自分の性格やくせのこと]が比較的高い

割合となっています。 

  

平均値以上 平均値以下 差分
1．お父さん 48.8 25.4 23.4
2．お母さん 79.8 62.1 17.7
3．兄弟・姉妹 35.5 18.7 16.9
4．その他の家族や親せき 21.3 7.3 14.0
5．学校の先生 37.1 17.2 19.9
6．友だちや先輩 63.9 49.0 14.9
7．電話等で悩みを聞いてくれるところ 3.4 1.5 1.9
8．相談できる人はいない 2.1 9.3 -7.2
9．その他 1.3 2.3 -1.1
不明・無回答 0.0 0.0 0.0

問９　自分の悩んでいることを相談で
きる人はだれですか。

問13　生活の満足度
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③全般について 

中学生・高校生のみ回答 

将来の家庭に対する考え：いつかは結婚して家庭を持ちたい（単数回答）[問 25①] 

結婚して家庭をもちたいと思うかについてみると、「そう思う」が 43.7％と最も高く、次いで

「ややそう思う」が 28.7％、「あまりそう思わない」が 18.3％となっています。 

 

 

 

（家族と）主にどんなことを話すか[問 25① × 問 7-1] 

家族と主にどのようなことを話すかについて、いつかは結婚して家庭を持ちたいと『思う』（「そ

う思う」「ややそう思う」の合計）と回答した人では[1．学校のこと]、[2．友だちのこと]、[3．

将来のこと]が、『思わない』（「あまりそう思わない」「全くそう思わない」の合計）と回答した人

よりも 10ポイント以上高くなっています。 

 

  

43.7 

50.7 

28.7 

31.9 

18.3 

12.1 

6.5 

3.6 

2.9 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=558）

前回調査

（N=605）

そう思う ややそう思う

あまりそう思わない 全くそう思わない

不明・無回答

N= そう思う
ややそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

不明・無回
答

中学生（N=335） 40.0 33.7 19.4 5.1 1.8

高校生（N=223） 49.3 21.1 16.6 8.5 4.5

『思う』と回答
した人

『思わない』と
回答した人

差分

1．学校のこと 69.8 58.7 11.1
2．友だちのこと 65.6 45.7 19.9
3．将来のこと 32.4 20.3 12.1
4．最近の出来事 80.2 73.2 7.0
5．自分が興味を持っていること 36.9 38.4 -1.5
6．その他 3.2 6.5 -3.3

問7-1　主にどんなことを話しますか。
①いつかは結婚して家庭を持ちたい
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放課後や休日を過ごすとき、落ち着いて居心地よくいられる場所[問 25① × 問 10] 

放課後や休日の居場所について、いつかは結婚して家庭を持ちたいと『思う』と回答した人で

は[4．友だちの家]が、『思わない』と回答した人よりも 10.0 ポイント高くなっています。 

一方、[13．インターネットを通じたゲームや交流の場]では『思う』と回答した人は、『思わな

い』と回答した人よりも 10.9 ポイント低くなっています。 

 

 

  

『思う』と回答
した人

『思わない』と
回答した人

差分

1．自宅の自分の部屋 89.4 89.1 0.2

2．自宅の自分の部屋以外 41.8 34.1 7.8

3．祖父母や親せきの家 22.5 15.9 6.6

4．友だちの家 25.2 15.2 10.0

5．学校の教室 7.4 5.8 1.6

6．学校の教室以外の場所（保健室・
図書室など）

1.7 4.3 -2.6

7．学童保育 0.2 0.0 0.2

8．塾や習い事 6.9 4.3 2.6

9．学校の部活動 20.0 12.3 7.7

10．地域のスポーツクラブやスポーツ
少年団

3.2 2.9 0.3

11．公園などの屋外 10.4 9.4 1.0

12．ショッピングセンターやファースト
フードなどのお店

15.8 10.1 5.7

13．インターネットを通じたゲームや
交流の場

9.4 20.3 -10.9

14．そういう場所は特にない 0.7 0.7 0.0

15．その他 0.5 0.7 -0.2

不明・無回答 0.2 0.0 0.2

問10　あなたには、放課後や休日を
過ごすとき、落ち着いて居心地よくい

られる場所がありますか。

①いつかは結婚して家庭を持ちたい
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将来に対する不安[問 25① × 問 16] 

将来に対する不安について、いつかは結婚して家庭を持ちたいと『思う』と回答した人では[3．

お金のこと]が、『思わない』と回答した人よりも 10.5 ポイント低くなっています。 

 

 

いつかは結婚して家庭を持ちたいと思う人の割合は、前回調査と比較して低くなっており、

少子化対策が必要とされる中、深刻な課題が浮き彫りとなりました。 

いつかは結婚して家庭を持ちたいと思う人と、思わない人について分析すると、家族を持

ちたいと思う人は、家族との会話において[1．学校のこと]、[2．友だちのこと]、[3．将来の

こと]など、多様な会話をしている傾向がみられます。 

また、放課後や休日を過ごすとき、落ち着く場所としては、家族を持ちたいと思わない人

では、[13．インターネットを通じたゲームや交流の場]の割合が高くなっており、インター

ネット環境が身近な世代にとって、注目すべきポイントです。 

将来に対する不安について、家族を持ちたいと思わない人では、[3．お金のこと]の割合が

高くなっており、経済的な不安が家族を持つことについて影響を与えていると考えられます。 

  

『思う』と回答
した人

『思わない』と
回答した人

差分

1．進路・進学のこと 70.0 63.0 7.0
2．就職・仕事のこと 61.4 61.6 -0.2
3．お金のこと 36.6 47.1 -10.5
4．親のこと 6.2 5.1 1.1
5．自分の健康のこと 12.4 11.6 0.8
6．結婚のこと 10.6 1.4 9.2
7．生きがいについて 11.1 13.8 -2.6
8．友だちなどの人間関係のこと 20.0 22.5 -2.4
9．世の中のできごとについて 9.4 11.6 -2.2
10．孤立やひきこもりのこと 5.7 6.5 -0.8
11．よくわからない不安 12.9 18.1 -5.2
12．特に不安はない 8.7 9.4 -0.8
13．その他 0.5 0.0 0.5
不明・無回答 0.0 0.0 0.0

①いつかは結婚して家庭を持ちたい
問16　将来に対して、特にどのような

ことに不安を感じますか。
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（６）各ニーズ調査からのまとめ 

①子育て支援の強化 

地域子育て支援拠点の利用率と利用意向が高まっていること、親同士の交流や情報交換の場と

して重要な役割を果たしていることを踏まえ、交流機会の充実や拠点の機能強化を図ることが重

要です。また、子育て中の親の孤立を防ぐため、地域子育て支援拠点を中心とした支援ネットワ

ークを構築し、包括的な支援体制の充実が求められています。 

②経済的負担の軽減 

保育料や一時預かりサービスの費用負担を軽減し、制度の周知を徹底することが重要です。 

経済的理由で一時預かりサービスを利用していないケースがあることから、利用料の軽減や補

助制度の検討が求められています。また、制度の理解不足により利用していないケースも見られ

るため、分かりやすい情報提供が必要です。行政や施設側が利用者の立場に立った情報提供やサ

ポートを行う体制を整え、サービスへのアクセシビリティを向上が必要です。 

③仕事と子育ての両立支援 

核家族化の進行や共働きの増加に伴い、家庭での仕事と子育ての両立を支援するため、行政・

地域による協力が求められています。特に、子供が病気やケガをした際に利用できる事業の拡充

や、就労の有無に関わらず必要な子育て支援情報を容易に入手できる環境の整備、ワーク・ライ

フ・バランスの推進が必要です。 

④精神的サポートの提供 

妊娠中や産後の精神的不安が増加しており、具体的なサポートが求められています。 

育児相談、家事支援、兄弟姉妹のケア、母親の健康相談など、多面的な支援の充実が重要です。

特に、地域や行政による支援体制の強化が必要とされています。 

⑤子育てストレスの軽減 

保護者のストレスを軽減するためのメンタルヘルス支援やカウンセリングの提供が必要です。

子育てに関して「子供の教育に関すること」が主な悩みとなっていることから、教育に関する相

談体制の強化が求められています。また、子供の不登校に悩む保護者や子育てストレスにより子

供に虐待している保護者の割合が増加傾向にあることを踏まえ、早期発見・早期対応のための支

援体制の整備が一層求められます。 
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⑥定住意向の向上 

地域の魅力や子育て支援環境を改善し、定住意向を高める施策が求められています。「まちに活

気や魅力が感じられない」「子育て支援環境が良くない」という意見が増加していることから、地

域の魅力向上と子育て支援環境の改善が重要です。 

特に、保育や教育環境の質的向上が定住意向の向上につながると考えられます。 

 

⑦学校生活の支援 

学校内でのカウンセリングや学習支援を強化し、子供が安心して学校生活を送れる環境を整え

ることが重要です。友人関係の問題や学習の困難さを理由に学校に行きたくない子供がいること

から、これらの課題に対応した支援の強化が求められています。また、子供たちの悩みに早期に

対応できる体制の整備が必要です。 

 

⑧将来に対する安心感の提供 

若者が将来に対する不安を抱かないよう、経済的支援や職業支援を強化し、就労・結婚・出産・

子育てに対する気運の醸成を図ることが重要です。「いつかは結婚して家庭を持ちたい」と思う子

供の割合が減少していることを踏まえ、家庭生活の価値や魅力を伝える取組が求められています。  
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８ 和歌山市子供の生活実態調査結果にみる状況 

（１）調査の目的 

和歌山県が、子供の生活実態や学習環境、支援制度の利用状況やニーズを把握するとともに、

各施策や支援制度についての検証を行い、和歌山県の子供の貧困対策をより効果的に推進してい

くことを目的として子供の生活実態調査を実施したことに合わせ、同様の目的の下、特に和歌山

市における実情を把握し、子ども・子育て支援事業計画への反映をはじめとして、今後の和歌山

市の取り組みを検討する上での基礎資料とするために、県の調査から和歌山市のデータのみを抽

出して集計・分析を行いました。 

 

（２）調査対象 

和歌山県の調査では、県内の小中学校に在籍し、県内に居住する小学５年生と中学２年生の全

数が対象となっています。本報告書では、その中から和歌山市に居住すると回答したサンプルを

抽出しています。 

 

（３）調査票の方法と回収状況 

本調査は、和歌山県内の小中学校を通じて調査票を配付し、各家庭で子供と保護者がそれぞれ

記入の後、学校を通じた回収または郵送による回収を実施しています。 

和歌山市では、公立小学校・中学校では学校を通じた回収、それ以外の小学校・中学校では郵

送回収を実施しており、回収状況は以下のとおりです。 

 

和歌山県子供の生活実態調査における和歌山市の配布・回収状況 

 配付数 有効回収数 有効回収率 

小学５年生調査 3,046 件 
2,095 件 

うち WEB 回答  子供：29 件 

保護者：29 件 

68.8％ 

中学２年生調査 3,351 件 
1,677 件 

うち WEB 回答  子供：63 件 

保護者：58 件 

50.0％ 

合計 6,397 件 3,772 件 59.0％ 
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（４）世帯区分別の件数 

回答者の世帯を、年間の世帯収入と世帯人員から算出される等価可処分所得に基づく所得段階

（Ⅰ～Ⅲ）と、生活必需品の非所有、購入困難経験や料金等の支払い困難経験に基づいて定義し

た「経済的困難世帯」に区分しています。 

 

基本的な分析軸となる世帯区分別の件数 単位：件 

 所得・経済状況 全体 小学５年生 中学２年生 

所得段階Ⅰ 
等価可処分所得が全体の中央

値以上の世帯 
1,789 964 825 

所得段階Ⅱ 

等価可処分所得が中央値未

満、中央値の２分の１以上の

世帯 

1,183 697 486 

所得段階Ⅲ 
等価可処分所得が中央値の２

分の１未満の世帯 
418 230 188 

経済的困難世帯 

生活必需品の購入困難、料金

等の支払い困難、生活必需品

の非所有のいずれかに該当す

る世帯 

(616) (348) (268) 

合計 
世帯区分ができなかった世帯

を含む全数 
3,772 2,095 1,677 

※所得段階Ⅰ～Ⅲのいずれかと経済的困難世帯の両方にカウントされている世帯があることや、全体の件数には

無回答があるために世帯区分ができなかった世帯を含んでいるため、各世帯区分の合計は全体の件数と一致し

ません（以下同様）。 
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（５）調査結果からみる課題 

①教育について 

〇経済的に厳しい世帯の子供ほど、授業理解度が低く、学習時間も短い傾向が顕著にみら

れており、この差は小学生から中学生にかけて拡大しています。 

〇塾や習い事の利用率と頻度が、経済状況によって分かれており、特に、週３日以上塾に

通っている家庭は、比較的経済的にゆとりのある家庭が多くみられます。 

〇経済的に厳しい世帯の子供は、自分専用の本、勉強机、部屋といった基本的な学習環境

が不足しており、これが学習意欲や集中力に影響を与えている可能性があります。 

〇経済的に厳しい世帯の保護者は、子供の学習指導、ニュース解説、成績に関する対話な

ど、教育的関わりが少なく、このような傾向は中学生で顕著になっています。 

〇経済的に厳しい世帯ほど、子供と保護者の両方が高等教育への進学希望が低い傾向がみ

られます。高等教育への進学を希望しない理由として経済的状況を挙げる割合が高いこ

とには注意が必要です。 

〇宿題の実施状況にも経済状況による差が見られ、特に中学生では、その差が小学生より

も拡大しており、学年が上がるにつれて学習の格差が広がる可能性があります。 

〇経済状況と保護者の教育に対する意識には強い相関関係が見られ、所得段階が低いほど

教育に対する意識得点※１も低くなる傾向が顕著です。 

 

 

 

経済状況に関わらず、全ての子供が質の高い教育を受け、将来の可能性を広げられるよう、

学校教育の充実や学習環境の整備、家庭教育支援、経済的支援の拡充、キャリア教育の強化

等の充実が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――――――――――――― 

※1教育に対する意識得点 

保護者が子供に対して教育的な働きかけや態度をとっているかどうかの指標として設定したも

の。 

 「お子さんの良いところをほめるなどして自信を持たせるようにしている」など、家庭でこど

もに対して行っていること（計９個の設問）を回答によって得点化して算出したもの。 
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授業の理解度 

 

 

教育に対する意識得点 

 

 

 

37.5 

47.2 

30.6 

20.9 

25.0 

18.7 

23.3 

14.8 

9.6 

11.6 

46.3 

40.4 

50.8 

52.6 

50.3 

50.4 

54.9 

47.1 

41.5 

44.8 

8.0 

6.4 

9.2 

13.0 

10.1 

16.8 

12.7 

22.2 

21.3 

23.5 

4.2 

3.1 

5.0 

8.3 

7.5 

8.3 

5.5 

9.3 

17.0 

9.3 

1.0 

0.6 

1.1 

1.7 

2.3 

3.2 

1.7 

3.9 

6.4 

7.5 

3.1 

2.3 

3.3 

3.5 

4.9 

2.6 

1.9 

2.7 

4.3 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

いつもわかる だいたいわかる どちらともいえない

あまりわからない ほとんどわからない 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】

30.6 

23.0 

38.0 

44.3 

42.2 

37.9 

34.9 

42.2 

47.9 

46.3 

35.9 

36.9 

37.3 

31.3 

36.2 

36.3 

35.9 

40.1 

35.1 

38.4 

30.4 

38.3 

23.1 

21.7 

19.0 

21.2 

28.1 

15.4 

13.8 

13.1 

3.1 

1.8 

1.6 

2.6 

2.6 

4.7 

1.1 

2.3 

3.2 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

低（15点以下） 中（16～19点） 高（20点以上） 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】
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②生活習慣について 

〇経済的に厳しい世帯の子供は、主観的健康状態が良好でない傾向が強く、医療費不安や

受診時間がないなど、受診が遠のく状況がみられます。 

〇所得段階が低い世帯ほど、子供の朝食摂取率が低く、野菜や肉魚の摂取頻度も少ない一

方で、中学生ではインスタント食品やコンビニ食の利用が多くなっています。 

〇経済的に厳しい世帯の子供は、起床・就寝時間が不規則である傾向が強くみられます。 

〇所得段階が低い世帯ほど、子供のゲーム、インターネット、スマートフォンの利用時間

が長くなる傾向がみられます。 

〇経済的に厳しい世帯では、特に小学生のスマートフォン所有率が高い一方で、使用に関

するルール設定が少ない傾向がみられます。 

〇所得段階が低い世帯ほど、歯磨きの頻度が低い傾向がみられます。 

〇経済的に厳しい世帯ほど、子供が家以外で夕食を食べられる場所へのニーズが高くなっ

ています。 

 

 

経済的に厳しい世帯の子供の健康と生活習慣の改善のために、適切な医療アクセスの確保、

栄養バランスの取れた食事の提供と食育の推進、規則正しい生活リズムの確立支援、デジタ

ル機器の適切な使用に関する教育、口腔衛生の重要性の啓発、そして地域社会全体で子供の

食と居場所を支える取組の強化が重要です。 
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普段朝食をとるか 

 

児童・生徒の健康状態 

 

87.9 

91.2 

86.2 

77.4 

76.7 

83.0 

88.0 

81.5 

70.7 

75.0 

6.0 

4.7 

6.5 

9.1 

10.1 

6.9 

5.6 

6.4 

12.2 

10.4 

3.2 

2.0 

3.9 

7.8 

7.5 

5.5 

3.3 

6.8 

11.2 

7.5 

1.5 

1.0 

1.9 

3.0 

3.2 

3.8 

2.8 

4.3 

4.8 

6.0 

1.4 

1.1 

1.6 

2.6 

2.6 

0.8 

0.4 

1.0 

1.1 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

いつも食べる（週に５日） 食べるほうが多い（週に３、４日）

食べないほうが多い（週に１、２日） いつも食べない

不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】

57.2 

62.6 

53.7 

49.6 

51.4 

49.0 

52.0 

47.1 

38.8 

41.4 

17.0 

16.9 

18.1 

16.1 

14.9 

20.3 

20.1 

21.4 

21.3 

20.1 

19.9 

15.9 

20.8 

29.1 

26.7 

18.5 

17.7 

18.7 

21.3 

20.1 

2.8 

2.2 

3.9 

2.2 

3.2 

7.3 

5.7 

8.6 

9.0 

9.3 

0.7 

0.5 

0.9 

0.9 

0.3 

2.2 

2.2 

1.4 

4.8 

6.0 

2.4 

2.0 

2.7 

2.2 

3.4 

2.7 

2.3 

2.7 

4.8 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

よい どちらかといえばよい ふつう

どちらかといえばよくない よくない 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】
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③保護者の状況について 

〇経済的に厳しい世帯の保護者は、身体的・精神的健康状態が良好でない傾向が強くみら

れます。 

〇所得段階が低い世帯の保護者ほど、成人前の両親の離婚、親との関係での悩み、配偶者

からの暴力など、困難な過去の経験を持つ割合が高くなっています。 

〇経済的に厳しい世帯の保護者は、重要事項の相談や緊急時の金銭的援助について頼れる

人が少ない傾向があります。 

〇全体的に、学校からのお便りや行政の広報誌、家族や友人からの情報が主な情報源とな

っています。 

〇子供への支援として、進学や資格取得のための学習支援、経済的援助へのニーズが高く

なっています。 

〇保護者自身への支援として、子供の就学・通学費用の軽減、住居関連の支援、一時的な資

金借入れへのニーズが高くなっています。 

〇経済的に厳しい世帯ほど、自身の親から厳しいしつけや感情的な対応を受けた経験が多

い傾向があります。 

 

 

経済的に厳しい世帯の保護者と子供の幸せのために、保護者の心身の健康サポート、過去

のトラウマケア、社会的孤立を防ぐためのコミュニティ支援、効果的な情報提供システムの

構築、子供の教育機会確保のための経済的・学習支援、住居や生活資金に関する支援体制の

強化、そして適切な子育て支援と親子関係構築のためのプログラム提供が重要です。 
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保護者の健康状態 

 

 

重要な事柄の相談において頼れる人の有無 

 
  

58.7 

63.8 

57.5 

44.8 

48.0 

53.8 

58.5 

53.3 

45.7 

42.2 

21.8 

21.9 

19.9 

27.0 

21.8 

20.4 

21.5 

21.8 

21.3 

19.8 

13.5 

11.3 

16.2 

18.7 

21.3 

16.5 

15.3 

18.9 

18.1 

23.9 

3.8 

2.5 

4.9 

7.0 

7.5 

4.9 

3.5 

3.3 

13.8 

11.2 

0.5 

0.1 

0.4 

2.6 

1.4 

0.4 

0.0 

1.0 

0.5 

1.9 

1.6 

0.4 

1.0 

0.0 

0.0 

4.1 

1.2 

1.6 

0.5 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

よい まあよい ふつう あまりよくない よくない 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】
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3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

頼れる人がいる いない そのことでは人に頼らない 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】
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９ 課題のまとめ 

（１）将来への希望と定住意向の向上 

総人口は平成 31 年から令和６年の５年間で約 12,962 人減少し、特に０〜14 歳の年少人

口は約 3,454 人減少しています。また、20〜34 歳の若年層で顕著な転出超過が見られてい

ます。 

地域の魅力向上と子育て環境の改善を図るとともに、少子化に歯止めをかけるためにも、

若者が将来に対する希望と安心感を持てるよう、就労・結婚・出産・子育てに対する切れ目

のない支援の拡充や、若者の将来設計を支援する経済支援の強化が必要です。 

 

（２）多様な家族形態への支援強化 

核家族化の進行により、18 歳以下の子供のいる世帯のうち、夫婦と子供のみの世帯の割

合が増加しています。また、ひとり親世帯比率も高い水準で推移しています。 

ひとり親家庭を含む子育て家庭への経済的支援、就労支援、生活支援等の包括的支援、

延長保育、病児・病後児保育、休日保育などの多様な保育サービスの拡充、さらに地域全体

で子育てを支援する体制の充実が求められています。特に、共働き家庭の増加に対応した

保育環境の充実が必要です。 

 

（３）子育て世帯の経済的負担軽減 

子育て世帯の経済的負担軽減は継続的な課題となっており、社会経済情勢の変化に伴う

子育てにかかる費用負担の増大等、深刻になっています。 

経済的な不安定さが少子化の一因となっていることからも、子育て関連の経済的支援制

度の拡充と周知徹底を図るとともに、国や県の施策と連携しながら、高等学校等への進学

支援や子供の貧困対策、教育機会の格差解消に向けた取組を推進することが必要です。 

 

（４）子育て支援サービスの質的向上と利用促進 

保育士の確保と定着の困難さ、支援サービスの認知度不足と利用率の低さが課題となっ

ています。保育士の確保と定着に向けた取組や、より効果的な制度の周知方法の確立が必

要です。また、デジタル技術を活用した支援サービスの拡充や、感染症蔓延等の緊急時に

も対応可能な柔軟なサービス提供体制の構築も重要です。 

こども家庭センター等において、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制の

強化が求められます。さらに、子育て支援に関する情報へのアクセスのしやすさを向上さ

せ、支援が必要な人に情報が確実に届く仕組みづくりが重要です。 
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（５）子供の健康と発達支援の強化 

発達支援が必要な子供への早期対応、子供の生活習慣の乱れ、子供の貧困対策が重要な

課題です。 

５歳児相談事業の改善などによる発達支援システムの強化、食育の推進と健康的な生活

習慣の形成支援、学習支援や居場所づくりなどの貧困対策の総合的な推進が求められます。

また、妊娠中や産後の母親に対するメンタルヘルスケアの充実、保護者のストレス軽減の

ためのサポート体制の構築も重要です。 

子供の権利を尊重し、安心して学校生活を送れる環境づくりも必要です。加えて、デジ

タル社会における子供の健全な成長を支援するため、情報リテラシー教育の充実も求めら

れています。 
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第３章 計画の基本的な方向 

１ 計画の基本理念 

本計画では、前回計画に引き継ぎ、教育環境の整備や子育て支援の充実を通じて、定

住を促進していくという視点に立ち、今後も子供が育ちやすい環境をつくり、住みやす

いまち・住んでよかったまちを目指し、「みんなで子育て 子どもが健やかにきらきら

と育つまち 和歌山市」を引き続き、基本理念として定めます。  
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２ 計画の基本目標（案） 

基本目標１：子供の健やかな成長を支える母子保健事業の拡充 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を強化し、保護者のメンタルヘルス

ケアを含む包括的な母子保健事業を提供します。また、子供の健康と発達支援を充実させ、

早期発見・早期対応の体制を整備します。 

 

基本目標２：多様なニーズに応える子育てしやすい環境整備の推進 

多様化する家族形態やライフスタイルに対応した子育て支援サービスの拡充と、地域全

体で子育てを支える仕組みづくりを進めます。また、ワーク・ライフ・バランスの実現に向

けた取組を推進し、誰もが安心して子育てできる社会の実現を目指します。  

 

基本目標３：質の高い就学前教育・保育の提供と地域子育て支援の充実 

保育士の確保に向け、保育士の負担軽減に向けた施策を引き続き検討し、就学前教育・ 

保育の質的向上を図ります。また、子供・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関 

連施設の環境改善の実施により、子供が利用する施設環境を整えます。 

子育てに関する相談支援体制を充実させるとともに、子育て中の家庭が必要とする様々

な情報を確実に得られるよう、スマートフォンアプリやＳＮＳ等も活用しながら、効果的

な情報発信に取り組みます。 

 

基本目標４：様々な家庭への包括的支援の強化 

経済的支援、就労支援、生活支援等を包括的に提供し、特にひとり親家庭や配慮が必要

な家庭への支援を引き続き実施します。また、子育て世帯の経済的負担軽減に向けた支援

制度の拡充と周知徹底に努めます。 

 

基本目標５：子供・若者の健全育成と自立支援の推進 

いじめや不登校、児童虐待、ひきこもり等の児童の生活にまつわる諸課題に対し、カウ

ンセリング等適切な対応を行い、学校や関係機関と連携しながら支援体制を構築し、子供・

若者の健全な育成を支援します。また、職場体験活動等のキャリア教育を通じて、自立心

と社会貢献意識を育むとともに、ＩＣＴの活用や多様な体験学習の機会を通じて、変化す

る社会に適応し、次世代を担う人材の育成を目指します。 
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基本目標６：子供の貧困対策と教育機会確保の徹底 

子供の貧困対策として、学習支援をはじめ、生活支援、保護者の就労支援、経済的支援、

居場所づくりを推進します。高等学校等への進学支援を含め、教育を受ける機会の格差解

消に取り組みます。また、貧困の連鎖を断ち切るため、支援が必要な家庭を早期に発見し、

行政等の適切な支援機関につなげる仕組みを構築します。 

 

基本目標７：多方面からの少子化対策の実施 

長期的な少子化に対処するためにも、若者が将来に対する希望と安心感を持てるよう、

若者に向けた就職支援や個人の自由意志を尊重した結婚支援、経済的支援を行います。ま

た、共働き世帯の増加に伴うニーズを汲み取り、性別問わず仕事と子育ての両立が実現で

きるよう、地域社会全体で、子育てしやすい環境を整えます。 
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３ 計画の施策体系（案）  

［作成中］ 
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第４章 子供・子育て施策の展開 
 

第５章 教育・保育事業等の充実 
 

１ 教育・保育提供区域の設定 
 

２ 教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保の内容 
 

３ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教育・保

育の推進に関する体制の確保の内容 
 

４ 地域こども・子育て支援事業の量の見込み及び提供体制の

確保の内容 

 

第６章 計画の推進に向けて 
 

１ 市民や地域、関係団体等との協働 

 

２ 庁内の推進体制 

 

３ 計画の進行管理 

 


